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Ⅰ 「みえ森林・林業アカデミー」を開講しました   

Page 2 

 新たな視点や多様な経営感覚を持った林 

業人材を育成するため､｢みえ森林・林業ア

カデミー｣(以下｢アカデミー｣という｡)を平

成31年4月に本格開講しました。 

 

１ アカデミーの概要 

 アカデミーでは、林業・木材産業等の既

就業者を対象として、様々な課題に自ら取

り組み、森林・林業や地域を牽引する人材

を育成することを目的としています。 

 また、職場におけるそれぞれの役割やキ 

ャリアデザインに応じた､ディレクター､マ

ネージャー､プレーヤーの３つの基本コー 

スに加え､より専門性の高い技術等を習得す

る｢選択講座｣や｢市町職員講座｣､｢林業体験

講座｣など、多様な講座を設定しています。 

  

２ 開講に向けた取組 

 平成30年7月、アカデミーの学長に、 

ＦＳＣジャパン議長などで活躍されている

太田猛彦東京大学名誉教授、アカデミーの

運営を助言・サポートする特別顧問に、速

水林業代表 速水 亨氏に就任いただきまし

た。また、学長、特別顧問をメンバーに含

め、開講に向けた検討会議を開催し、カリ

キュラム作成や講師選定を進めました。 

 さらに､施設の改修等を行い、平成30年 

12月に受講生の募集を開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ プレ開講 

 平成30年10月8日にプレ開講のスタート 

として、アカデミーが目指す人材育成方針

や特徴などを広く県民の皆さんに周知し、

受講生の募集を図るため、シンポジウムを 

開催しました。シンポジウムには、県内外

から定員を大きく上回る 250名の参加があ

りました。 

 さらに、受講対象者や受講者を送り出す

事業体等にアカデミーの講座を体験し、内

容を知っていただくため、公開講座を県内 

5箇所で、ワークショップを津市で開催し､

延べ 260名の方にご参加いただきました。 

 

４ 産学官連携による支援体制の構築 

 アカデミーで実施する講座・実習等の人

材育成に対する協力・支援等を行うととも

に、会員相互の交流を図り、森林・林業の

次代を担う人材の育成と林業及び関連産業

の発展に資することを目的に「みえ森林・

林業アカデミー産学官連携協議会」を平成

30年9月に設立しました。また、12月には、

アカデミーの行う林業人材育成をより効果

的に推進するため、国立大学法人三重大学

大学院生物資源学研究科と包括的な連携・

協力に関する協定を締結しました。 

 

５ 本格開講 

 平成31年4月21日、ディレクター10名、

マネージャー13名、プレーヤー7名のほか、 

市町職員講座26名の受講生を迎え、開講式

と記念講演会を開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 翌22日には、全コース合同の講座を実施

し、本格的な運営を開始しました。  

 今後も、受講生の声や関係者からの要望

等も伺いながら、より実践的な内容となる

よう、カリキュラムのブラッシュアップに

努めていきます。 

知事とアカデミー学長、特別顧問 

開講式記念撮影 



平成30年6月に森林経営管理法が公布さ

れ、｢新たな森林経営管理制度｣が平成31年
4月からスタートすることとなりました。 
県では、市町における取組が円滑に進む

よう、市町を支援する体制の整備を進めて

います。 
 
１ 新たな森林経営管理制度の概要 

 この制度では、「森林を適切な時期に伐

採、造林し、保育を実施する」といった、

森林所有者の責務を明確にしたうえで、市

町が森林所有者に意向調査を行い、経営管

理が行われていない森林等について所有者

からの委託を受け、市町に経営管理権を設

定したうえで、林業経営に適した森林につ

いては、意欲と能力のある林業経営者に再 
委託し、林業経営に適さない森林について

は、市町自らが間伐等の施業を行うなど、

市町が重要な役割を担うこととなります。 
 
２ 市町の業務推進への支援 

 (1)各地域における取組 

県内の市町の内、林業専任の職員を配

置している市町は ８市町に留まるなど、

多くの市町においては、新たな業務を執

行する体制が十分とは言えない状況にあ

ります。 

 
市町・県による意見交換会の開催（四日市） 

このため、県としても、市町の業務推 
進をサポートすることが重要と考え、平 
成30年度は、各地域ごとに、市町、県、

森林組合、林業事業体等による協議会や

連絡会議等を構成し、新たな制度への取 
組方法や事業構築等について、検討や協

議、意見交換等を行ったほか、林業普及

指導員が中心となり、意向調査の地区の

選定や説明会の開催等を支援してきまし

た。 
 

 (2)みえ森林経営管理支援センターの設置 

  令和元年度は、こうした体制をさらに

拡充するため、 一般社団法人 三重県森

林協会内に、新たに、市町からの相談窓

口となる「みえ森林経営管理支援センタ 

  ー」を設置しました。 
支援センターには ３名のアドバイザー

を配置して、市町からの相談対応や巡回

指導を行うほか、研修会等を開催するこ

ととしています。 

 

 (3)人材の育成 

 新たな森林経営管理制度を円滑に推進

するためには、森林の経営や管理に携わ

る市町のほか、森林整備の受け手となる

林業事業体や、そこで働く人材の育成が

重要となります。 
そのため、みえ森林・林業アカデミー

において、職場で担う役割に応じた ３つ
の基本コースや市町職員を対象とした講

座等を実施し、新たな視点や多様な経営

感覚を有する林業人材の育成や市町職員

のスキルアップ等を行っていきます。 
 

３ 今後の取組 

今後も、新たな制度のもとで、県内の森 
林の経営や管理が適切に実施されるよう、 
市町、みえ森林経営管理支援センターと連 
携を図りながら、一体となって取組を進め 
ていきます。 

Ⅱ 紀伊半島初の大型合板工場の県内立地が決まりました    
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Ⅱ 新たな森林経営管理制度の実施に向けた体制整備を進めています  

みえ森林経営管理支援センターによる支援体制 



 県では、平成26年4月に「みえ森と緑の

県民税」を導入し、災害に強い森林づくり

と、県民全体で森林を支える社会づくりに

取り組んできました。 
近年の大型化する台風や頻発する豪雨災

害等を踏まえると、県民の安心・安全な暮

らしを守るためには、防災・減災対策を充

実・強化することが重要であることから、

一部の内容を見直したうえで、令和元年度

以降も「みえ森と緑の県民税」を継続する

こととしました。 
 

１ みえ森と緑の県民税の施行状況の検討         

  ｢みえ森と緑の県民税評価委員会｣におい

て、平成29年8月以降、６回にわたり見直し

案についての審議・検討を重ね、平成30年
度第３回評価委員会において、次期制度が

取りまとめられ、知事に答申をいただきま

した。 

 この答申を踏まえ、県議会9月定例月会

議において、知事が継続を表明しました。 
 

２ 次期対策の主な内容 
(1)災害に強い森林づくりをより広い範囲  

 で進める必要があることから、基本方針    
 １「災害に強い森林づくり」の施策を重 

 点的に実施します。 

  また、このような森林を将来にわたっ 

 て引き継ぐためには、それらを支える社 

 会づくりが重要であることから、基本方 

 針２「県民全体で森林を支える社会づく 

 り」の施策も充実させ、引き続き２つの  

 基本方針と５つの対策に基づいた取組を 

 進めます。 
【５つの対策】 

 対策1 土砂や流木による被害を出さない森  

       林づくり 
  対策2 暮らしに身近な森林づくり 
  対策3 森を育む人づくり 
  対策4 森と人をつなぐ学びの場づくり 

 対策5 地域の身近な水や緑の環境づくり

(2)近年の豪雨災害をふまえると、災害に 

 強い森林づくりをさらに進める必要があ 

 ることから、県と市町が連携して施策の 

 拡充・強化を図ります。 

(3)森林と県民との関係を深めるため、｢人

づくり」や「場づくり」に一層注力され

たいとの県民等からの意見を受けて、｢ 

 森を育む人づくり」のほか、新たに「森

と人をつなぐ学びの場づくり」として、

森林環境教育･木育が行える場の整備や､

多様な主体が森林とふれあう場の創出等

に取り組みます。 
(4)市町が地域の実情に応じ、創意工夫し 
て森林づくりの施策を展開するため、市 
町交付金制度を引き続き実施するととも 
に、市町交付金に新たに県と市町が連携 
して取り組む施策のための「連携枠」を 
設けます。 

【連携枠の内容】 

・県では、拡充・強化する施策として、市 

 町の要望に応じて災害緩衝林整備事業の 

 対象地区を拡充します。また、航空レー 

 ザ測量による詳細な森林情報の整備など 

 の事業を実施します。 
 ・市町では、新たに流域の防災機能を強化 

 する取組として、県の災害緩衝林整備事 

 業と連携した事業地周辺における調整伐 

 等の森林整備や、植栽地における獣害防 

 止対策を実施します。 
(5)みえ森と緑の県民税の県と市町の配分 
は、県と市町の役割分担を踏まえ､現行

どおり概ね 5：5 とします。 
 
３ 森林環境譲与税との関係 
 令和元年度から始まる森林環境譲与税と

一体で活用することにより、取組が一層進

むことが期待されます。 
 そのため、県と市町の役割分担を踏まえ､

平成31年2月に、両税それぞれの目的・使

途を明確にするため

のガイドラインを作

成し、県・市町が共

に知恵を出し合い、

創意工夫しながら、

地域の課題解決に向

けて有効に活用して

いくこととしまし

た。  
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Ⅲ 「みえ森と緑の県民税」を継続して取組を進めます 



○○ 

 市町や団体等のさまざまな主体と連携

し、木製玩具などを通じて､木に触れ、木

の香りを知り､木の持つ特徴や魅力等を理

解し､学ぶ「木育」の取組の輪を広げてい

ます。 
 

１ みえの木育ネットワークの設立 

木育は、子どもから大人までを対象に、

木材や木製品とのふれあいを通じ、木への

親しみや木の文化への理解を深めて、木材

の良さや利用の意義を学んでもらうための

教育活動です。 
県では、平成27年度より、みえ森と緑の

県民税を活用して取組を進めており、市町

においても県民税市町交付金を活用した創

意工夫の見られる取組が進んでいます。 
木育の取組をさらに進めていくため、さ

まざまな主体が有機的に結びつくことによ

り、これまで以上に発展するよう情報共有

を進め、協働して事業に取り組むグループ

として、「みえの木育ネットワーク」を平

成30年 6月に設立しました。 
また、三重県総合博物館において、「み

えの木育ネットワーク」設立講演会を開催

し、岐阜県立森林文化アカデミーの松井勅

尚教授から「木育のこれまでとこれから」

をテーマにご講演頂きました。さらに、活

動の一つとして、県産ヒノキを使った「三

重の木ふるさと三重かるた」を開発しまし

た。 
みえの木育ネットワークは、事務局を一

般社団法人 三重県森林協会に置き､自治体

や木工作家、森林・林業関係者、大工や建

具職人、木育に携わる企業、木育インスト

ラクターなど、約60名の個人・団体が会員

となっており、次のような活動に取り組ん

でいきます。 
・会員相互のネットワーク構築 
・木育イベントの開催 
・三重の木を使った玩具の開発、製品化 
・木育活動の情報発信と広報活動 など 
 

２ ミエトイ・キャラバン in MieMu 
県内で製作されている木製玩具を「ミエ

トイ」と位置付け、それらを体験できる場

として、ミエトイ・キャラバンを実施して

います。 

 

平成30年度は、三重県総合博物館におい

て「ミエトイ・キャラバン in MieMu」を

開催しました。 

7 月～ 9 月の開催期間中は、三重の木の

ボールプールやキッズスペース等の設置の

ほか、みえの木育ネットワーク会員をはじ

め､森のせんせい等による鳥寄せ笛づくり､

ウエルカムボード作り、組子のあんどん作

り、さいころとぶんぶんゴマ作り、カホン

作りなど、26回の多彩なワークショップを

実施し、延べ 1,430人にご参加いただきま

した。 

 

３ 今後の取組 

 今後は、こうした取組に加え、木育活動

のフィールドや拠点となる施設の整備等に

取り組むことで、木育の輪を一層広げてい

きます。 

Ⅳ 木育の取組の輪を広げています ～木育ネットワークの設立～  
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ミエトイ・キャラバン 

ワークショップの様子 



○○ 

近年､集中豪雨の頻発など異常気象の増

加に伴って山地災害が激甚化しています。   

県では、平成23年9月に三重県南部を襲 

った､台風12号による紀伊半島大水害を契

機に､平成26年度から「みえ森と緑の県民

税」を財源として、土石流や流木災害等を

軽減することを目的に、下流域に被害をも

たらす恐れのある渓流等の危険木の除去や

立木を調整伐によって肥大化させ土石流の

衝撃を緩和する機能を強化する「災害緩衝

林整備事業」、渓流内に異常に堆積した土

砂や流木を除去する「土砂・流木緊急除去

事業」を実施しています。 
 

１ 取組の実施状況 

 平成26年度からの5年間で災害緩衝林整

備事業を18市町151箇所、土砂・流木緊急

除去事業を10市町32箇所で実施しました｡ 

 事業を実施した地域住民の方からは事業

に対し好意的な意見をいただいています。 
 また、林業研究所において、これらの事

業の効果検証を行っており、次の ３項目に

ついて効果が確認できました。 
 
２ 取組の効果・検証 

(1)土砂流亡量調査 

 調整伐の実施と、伐倒木を等高線方向に

横並べした土砂止の設置が、森林斜面から

の土砂流出（土砂流亡量）を減らす効果に

ついて検証したところ、調整伐実施後に地

表面被覆率が高まり土砂流出が年々減少す

る傾向や、土砂止め設置の効果が確認でき

ました。 
 
(2)航空レーザ測量データを用いたモニタ  

  リング調査 

 航空レーザ測量データの解析により、調

整伐後の森林における成長促進効果を検証

したところ、調整伐区の平均胸高直径の成

長量は無調整伐区よりも17 ％大きく､調整

伐を行うことで直径成長が増大する傾向が

確認できました。 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
(3)立木引倒し試験による根系抵抗力調査 

調整伐により立木の肥大成長や根系の成

長を促進させることで、想定する規模の土

石流に対して十分な緩衝機能が得られるか

検証したところ、胸高直径が30cmになっ

た際に、事業で想定する土石流の流体力を

上回る最大抵抗力が、スギ・ヒノキ立木で

得られることが確認できました。 

立木の引倒し試験の様子 

 
３ 今後の取組 

平成30年度に､みえ森と緑の県民税の見

直しを行い､これまでは、三重県地域防災

計画に記載された｢崩壊土砂流出危険地区｣

を事業の実施地としていましたが、それ以

外にも危険な箇所があると判断し、令和元

年度からは、事業の実施範囲を自然災害発

生時に流木や土砂が流出し、人家等に被害

を与える恐れがある森林へと拡充すること

としました。 
今後も引き続き、事業の効果を検証する

とともに、地域の要望も考慮しつつ、災害

に強い森林づくりをより一層進めていきま

す。 

Ⅴ 災害に強い森林づくりを進めています 
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航空レーザ測量データ

の解析による調整伐後

の胸高直径の分布 

※効果検証の詳細は、http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000828092.pdf を参照してください。 



 木を使うことは、「植えて、育て、収穫

し、また植える」という「緑の循環」を生

み、森の働きを活発にします。 

 また、森林の持つ多面的機能を発揮させ､

林業を持続的に発展させるためには、県産

材の需要を拡大することが重要です。 
このため県では、県産材の利用促進を目

的とした人材の育成や、事業者等の自発的

な木づかいの取組を促進する新たな仕組み

の創設などに取り組んでいます。 

 

１ 中大規模木造建築設計セミナーの開催 

住宅着工戸数の増加が期待できない中、

県産材の需要拡大を図るには、公共建築物

や民間商業施設など中大規模の非住宅建築

物の木造・木質化の推進が重要です。 
 一方、中大規模の木造設計に精通した技 
術者が県内には少なく、木造・木質化の提 
案や相談への対応を行える人材が不足して 
いることから、県内の建築士を対象に中大 
規模木造建築設計セミナーを開催しました｡ 

 

 

 
 
 

５日間の講座の中で、県内の森林・林業

や木材流通の基礎知識、木構造、防耐火・

耐久性等の専門技術を学ぶとともに、最終

日には講座で学んだことを反映させて設計

した演習課題のプレゼンテーションを実施

しました。また、講座の初めには、川上か

ら川下までのネットワーク形成の場となる

よう、林業、木材産業の実務者との合同の

合宿研修とし、ワークショップ等を通じて

それぞれの立場の相互理解を深めました。 
本講座の課程を修了した一級建築士11名

については、中大規模木造建築物の設計監

理について一定の技術とノウハウを習得し 
た技術者として県ＨＰに掲載し、各種相談 

等に対応していただくこととしています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

２ 三重県「木づかい宣言」事業者登録制 

 度の創設 

 民間の事業活動の中での木づかいの意識

の広まりを受けて、県と事業者が連携して

木づかいの取組を発信することで、三重県

全体で木づかいの運動を広めていきたいと

考えています。このため、県産材を積極的

かつ計画的に使用していくことを宣言した

事業者を「木づかい宣言」事業者として登

録する制度を創設しました。 
平成30年11月8日に、第一号登録事業者と

して、ネッツトヨタ三重株式会社を登録し､

知事から登録書を授与しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の取組 

今後も中大規模の木造設計に精通した技

術者の育成を進め、県産材の需要拡大を図

るとともに、多くの事業者の皆さんに「木

づかい宣言」を行っていただき、県全体に

「木づかい」の運動を広げ、三重の豊かな

森林を次代に引き継いでいけるよう、取組

を進めていきます。 

Ⅵ 県産材の需要拡大に向けた取組を推進しています 

Page 7 

「中大規模木造建築設計セミナー」の様子 

セミナーを修了した11名の一級建築士の皆さん 

三重県「木づかい宣言」事業者登録 登録書授与式 



木材価格の低迷などにより、管理が放棄

される森林が増加する中、集落内の住民同

士で協力体制を築いて森林整備を行う「コ

ミュニティ林業」が注目されています。 
現場の課題である、自伐林家の高齢化に

よる森林整備の担い手の減少や、地域住民

の森林整備に関する知識や技能の不足に対

応するため、伊賀地域では、地域・市・大

学・県が連携して人材育成に取り組んでい

ます。 
 

１ 取組の概要 

(1)モデル地区での座談会の開催 

  コミュニティ林業のモデル地区である  

 伊賀市の布引､阿波､柘植の３地区で､活動 

 の中心となる地域住民との座談会を開催 

 し､ 理想とする森林の姿やその実現に向 

 けた課題等について話し合いました。 

  その結果、伊賀市におけるコミュニテ 

 ィ林業は、自伐林家の活動のほか、ボラ  

 ンティア活動も対象とすることから、初   

 心者向けの安全講習や次世代の担い手育 

 成について行政に支援を求める声があが 

 りました。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

(2)間伐材搬出にかかる手続きの講習会 

  既に伐木や木材搬出等の技術を持って 

 いる方に対し、伐採等に係る関係法令や 

 間伐材等の搬出に当たって市から補助を 

 受けるために必要な手続きについての講  

 習会を開催しました。 
(3)チェンソー伐木作業講習会 

   チェンソーを使用したことがない方や､  

 正しい使い方を学んだことがない方等を 

 

 対象に、チェンソーのしくみや安全装備 

 に関する座学のほか、チェンソー操作や 

 伐倒作業の実習を行いました。 
(4)高校生向け森林・林業勉強会 

   次世代の担い手育成の一環として、三 

 重大学が開発した林業・木材産業の教育 

 プログラム「セーザイゲーム」を伊賀白 

 鳳高等学校の工芸部（平成30年当時は建 

 築造形部）員に挑戦してもらうとともに､   

 原木市場や製材所の見学を通じ、地域の 

 森林整備の必要性についても理解を深め 

 てもらいました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)搬出作業講習会 

  木材搬出に取り組みたいと考えている  

 森林所有者等の要望に応え、簡易に搬出 

 作業ができるロープウインチを使用し、 

 林内に放置された間伐材等を搬出するた 

 めの講習会を開催しました。 
 

２ 今後の展開 

こうした取組により、多くの方に森林や

林業に親しみを持ってもらうことができま

したが、新たな担い手として即戦力となる

人材を育成するためには、立木の伐採から

木材の搬出までの一連の研修を継続して実

施するとともに、地域の自主的な取組につ

なげていくことが必要です。 
今後も座談会を通じて、目指すべき森林

の姿等について地域の合意形成を図るとと

もに、講習会の体系化などを行い、地域の

人材育成を着実に進めていきたいと考えて

います。 

Ⅶ 地域の森林整備を担う人材育成に取り組んでいます  
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地区座談会の様子 

高校生がセーザイゲームに挑戦 



。 

○○ 

農林水産祭は、国民の農林水産業と食に

対する認識を深めるとともに、農林水産業

者の技術改善及び経営発展の意欲を高める

ため、公益財団法人日本農林漁業振興会と

農林水産省との共催により､昭和37年から

実施されています。 
平成30年度 (第57回)農林水産祭におい

て、紀北町で林業を営んでいる速水 亨、

紫乃夫妻（速水林業）が､最高の栄誉であ

る天皇杯（林産部門）を受賞されました。  
昭和56年度 (第20回)には､速水林業先

代の速水 勉氏が天皇杯を受賞しており､ 

親子二代での天皇杯受賞となりました。

 
速水 亨氏（右側）と紫乃氏（左側） 

 
１ 速水氏の林業経営の特色 
 亨氏は、速水林業の九代目代表であり、

紀北町と尾鷲市に所有する自己山林に、経

営を受託する森林を加えた約 1,200haを対

象に森林経営計画を樹立し、この地域のブ

ランドである高品質材「尾鷲ヒノキ」を生

産されています。 
(1)日本で初めてのＦＳＣ認証取得 
  亨氏は、持続的な森林経営を確立する  

 ことを第一の目標とし、人工林、自然林 

 にかかわらず､｢環境的に豊かで美しい森 

 林」を育てることを大切にされてきまし 

 た。 

    平成12年、環境配慮型森林管理の国際 

 的基準を持つＦＳＣ認証を日本で初めて取 

 得され、現在もＦＳＣジャパン副代表を務 

 めるなど、認証制度のさらなる普及拡大 

 に尽力されています。 

 

 

(2)高性能林業機械の導入による生産性の 

   向上 
  亨氏は、環境配慮型の森林管理の持続 

 には木材生産におけるヨーロッパレベル 

 の機械化が不可欠であると考え、平成 2  
  年に高性能林業機械であるタワーヤーダ 

 を日本で初めて導入しました。その後も､  

 他の林業機械との組み合わせによる搬出 

 システムを独自に開発するなどし、間伐､ 

 皆伐の生産性向上を実現されました。 
(3)育林の低コスト化 
  木材生産経費の 7割を占める育林初期  

 のコスト低減を目的として、作業員全体 

 で植栽､下刈り等の作業を徹底的に検証､   

 議論するとともに、ヒノキの挿し木細型 

 ポット苗生産技術を確立し、育林にかか 

 る人工数を大きく引き下げることに成功 

 されました。 
(4)ヒノキアロマオイル 

   紫乃氏は、ヒノキの葉から抽出したア 

 ロマオイルの製造販売や人と森林をつな 

 ぐ活動、ＦＳＣ認証や木工品の啓蒙活動に 

 取り組まれ、女性の視点から森林・林業 

 の発展に尽力されています。 
 

２ 天皇皇后両陛下への拝謁  
農林水産祭天皇杯受賞者には、皇居で天

皇皇后両陛下に拝謁し、業績説明を行う機

会が与えられます。 
速水夫妻も他部門の天皇杯受賞者ととも

に拝謁、業績説明を行い、両陛下から「皆

さんの業績が、農林水産業に携わる人々の

励ましとなることを期待しています。」と

ねぎらいのお言葉をいただきました。 
 
３ 今後への期待 
 速水夫妻は､作業の効率化やコスト削減､

市場の開拓といった経済性を追求するとと

もに、これらの取組を多方面に普及啓発さ

れてきました。 
速水夫妻の環境配慮型森林管理は、森林

所有者による持続的な経営を可能にすると

ともに、林業が産業として自立することを

目指したもので、その追究は今後も継続さ

れていくことと期待されます。 

Ⅷ 速水 亨、紫乃夫妻が農林水産祭天皇杯を受賞されました  
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○○ 

宮川森林組合は、スギ・ヒノキだけに頼

らない広葉樹造林に取り組んでおり、その

ための苗木生産や、植栽後の収入の確保な

どの成果にもつなげています。 

 

１ 大台町と宮川森林組合の概要 

大台町は大杉谷をはじめ、全域が大台ケ

原・大峰山・大杉谷ユネスコエコパークに

認定されており、町の約90%を占める森林

には、500種類以上といわれる様々な広葉

樹や針葉樹が生育しています。 

大台町にある宮川森林組合は、従来のス

ギ・ヒノキを中心とした林業だけでなく、

広葉樹を交えた森づくりを行うとともに、

広葉樹資源を活用した商品開発を行うとい

う新しい林業に取り組んでおり、ユネスコ

エコパークの森を守り育てる森林組合とし

て､持続可能な経済活動を目指しています｡ 

 
広葉樹の苗木の生産の様子 

 

２ 広葉樹造林に向けた取り組み 

 宮川森林組合の管内では、スギノアカネ

トラカミキリによる被害の発生が課題とな 

っていたことから､平成22年から京都府立

大学と連携し、被害が発生する条件を予測

することを目的とした立地環境評価を開始

しました。 

この立地環境評価により、森林がスギ・

ヒノキの人工林の適地なのか広葉樹への転

換が望ましいのか等を判断し、広葉樹への

転換が望ましい人工林については、森林所

有者に広葉樹造林の提案を行っています。 

この際に必要となる広葉樹の苗木は、宮 

川森林組合と大台町の主導により､平成20 
 
 

年に設立された大台町苗木生産協議会が生

産しています。 

また、この苗木生産協議会は地元で採取

した種子を用いて多くの樹種の苗木を生産

しているだけでなく、町内の障がい者就労

支援施設が協議会に加入するなど、林福連

携の取組も始まっています。 
 

３ 広葉樹資源を活用した商品開発 

 宮川森林組合では、広葉樹造林を進めて

いくためには森林所有者が収入をいち早く

得ることが重要との認識から、広葉樹の枝

葉の抽出成分等を使用したアロマグッズ等

の商品開発を行っています。 

 
宮川森林組合「odai」のアロマ商品 

このアロマグッズ「odai」は、クロモジ

などの広葉樹を食品やアロマ雑貨等に活用

することを提案する商品群です。森林組合

が新たなビジネスモデルを生み出し提案す

るとともに、デザインを通じて地域材の良

さを広めようとする先進的な取組である点

等が評価され、｢ウッドデザイン賞2018｣
における優秀賞（林野庁長官賞）を受賞し

ました。 

三重県からの応募作品では初めての優秀

賞受賞であり、森林組合単独での優秀賞受

賞は全国初となりました。 

 

４ 今後の発展方向 

 広葉樹造林を通じた多様な取組は、地域

材の価値を再発見させるだけでなく、林業

の新しいビジネスモデルを提案するもので

あり、このような取組の拡大が期待されま

す。 

Ⅷ 広葉樹造林を中心とした宮川森林組合の多様な取組 
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○○ 

人工林の多くが利用期を迎え、皆伐の増

加が見込まれる中、森林の公益的機能を発

揮させつつ「木を植え、育て、利用し、ま

た植える」という「緑の循環」のサイクル

を確実なものとするためには、皆伐後の適

切な再造林が一層重要になっています。 

林業研究所では、再造林に必要となるス

ギ、ヒノキ苗の生産拡大のため、花粉の発

生量が少ない特定母樹からの種子の生産供

給、コンテナ苗の育苗技術の開発・普及、

コンテナ苗生産の技術指導に取り組んでい

ます。 

 

１ 花粉の発生量が少ない種子の生産供給 

特定母樹は、成長や剛性､通直性が優れ､

かつ花粉の発生量が少ないものとして農林

水産大臣が指定したものです。この系統か

ら生産される種苗が今後の再造林に広く利

用されるよう、スギ・ヒノキ特定母樹ミニ

チュア採種園等を造成しました。

 
植栽後に上空から撮影した採種園 

 

２ 特定母樹によるコンテナ苗の育苗技術

の開発・普及 

適切な再造林を推進するためには、再造

林の効率化や植栽適期を拡大することが有

効です。 

従来の裸苗では、植栽適期は春又は秋に

限られていましたが、コンテナ苗はそれ以

外の時期でも高い活着率が見込めることか

ら、花粉の発生量が少ない系統の特定母樹

を用いて、コンテナによる育苗技術を開発

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

また、確実な再造林の実施に向け、み

え森林・林業アカデミーにおいて「低コ

スト林業」について考えるワークショッ

プを開催し、コンテナ苗木植栽の作業性

を体験していただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ コンテナ苗生産技術の普及 

苗木生産事業者においても、少花粉スギ

等の種子によるコンテナ苗木の生産施設の

整備が進んでいます。このため、スギ花粉

症対策苗等のコンテナによる生産拡大に向

けて、コンテナ苗生産技術の取得や向上の

ための現地指導等に取り組んでいます。 

Ⅹ 森林・林業のための研究開発～適切な再造林に向けた取組み～  
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コンテナ苗の育苗技術の開発 

コンテナ苗植栽作業体験 

コンテナ苗木生産事業者への生産技術の普及 



 

  

第２章 実施状況 
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Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

 

【平成30年度評価】 

 平成30年度は、造林事業や森林環境創造事

業、治山事業、みえ森と緑の県民税を活用し

た事業などにより3,330ha の間伐等が実施さ

れました。この結果､平成18年度からの間伐

実施面積の累計は87,016haとなりましたが、

目標としていた100,800haを達成することは

できませんでした。〔達成率86.3%〕 

 予算規模の伸びが見られない中で､平成24
年度を境に、本格的に｢伐捨間伐｣から｢搬出 

間伐｣への転換が行われ､1ha当たりの事業単

価が増加したこと等により､単年度当たりの 

間伐面積は､平成23年度以前と比較して大き

く減少した状態が続いています。 

平成30年度は、原木安定供給促進事業や林

業成長産業化総合対策事業など、合板工場等へ効率的に間伐材を供給するための非

公共事業を活用して搬出間伐の推進に努めましたが、公共事業予算が減少傾向にあ

ることなどから、平成30年度の単年度の実績値は目標の5,600haを下回り、平成18 
年度からの累計についても目標を下回る結果となっています。 

 

 令和元年度は、森林施業の集約化や路網整備、高性能林業機械の導入など、搬出

間伐の効率化・低コスト化に継続して取り組み、間伐実施面積の確保に努めます。 

また、令和元年度から森林経営管理法が施行され、条件不利地等で森林所有者が

自ら管理ができない森林について、市町が委託（経営管理権の設定）を受けて整備

を行う新たな森林経営管理制度がスタートすることから、各地域において円滑に制

度が実施できるよう、「みえ森林経営管理支援センター」を新たに設置するなど、

市町の支援体制を強化していきます。 

【数値目標の達成状況】 

  森林は、木材の供給をはじめ、水源のかん養や県土の保全、地球温暖化の防止等の

多面的機能を有していますが、適正な整備を行わなければ、こうした機能が発揮されませ

ん。 このため、森林資源の有効活用を図りながら、森林の適切な整備及び保全を進める

ことにより、将来にわたる森林の多面的機能の持続的な発揮をめざします。 

※目標値は２００６年度（平成１８年度）以降の間伐実施面積の累計としました。 
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指標 実績 目標 

  平成３０年度  平成３０年度   令和７年度  

間伐実施面積 

(平成18年からの累計)  
８７，０１６ｈａ   １００，８００ha   １４０，０００ｈａ 

〔平成30年度実績〕 〔３，３３０ｈａ〕   〔５，６００ｈａ〕       

指標：間伐実施面積（累計） 



１ 森林の整備及び保全 

  効果的かつ効率的に森林整備を行うた

め、森林の区分に応じた多様な森林整備

を進めるとともに、森林の保全に必要な

施設等の整備を進めます。  

 

（１） 環境林整備の促進 

  針広混交林への誘導や適切な更新等に

より、公益的機能が継続して発揮される

多様な森林づくりを進めます。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度の環境林整備は、森林環境

創造事業及び環境林整備事業により、植

栽3ha、間伐 323haを実施しています。 

なお、森林環境創造事業の平成13年度

からの着手面積の累計は13,146haとなり 

、計画面積15,400haの85.4％の進捗状況

となっています。 

 

また、このほかに、治山事業276ha、
みえ森と緑の県民税を活用した災害緩衝

林整備事業等161ha、市町単独事業等そ

の他120haに、森林整備センターの428 
haを加えた、計1,308haの間伐を環境林

において実施しました。 

 

（２） 生産林整備の促進  

持続的な林業生産活動を通じ、森林資

源の有効利用を図りながら、間伐等の必

要な森林整備を進めます。 
 また、伐採後の造林未済地の発生を防

止するとともに、均衡のとれた森林資源

を育成・確保するため、適切な伐採と確

実な再造林を進めます。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度の生産林整備は、低コスト

造林推進事業等を含めた国補造林事業に

より､間伐及び保育間伐 910ha､植栽103 
ha､下刈212ha､枝打ち7ha等のほか、県

単造林事業により､間伐及び保育間伐89 
ha､植栽6ha､枝打ち3ha等を実施しまし

た。  

また、このほかに、林業成長産業化総

合対策事業等の非公共事業363ha、治山

事業127ha、みえ森と緑の県民税を活用

した災害緩衝林整備事業等188ha、市町

単独事業等その他345haの、計2,022ha
の間伐を生産林において実施しました。 
 

 

 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  

針広混交林 

間伐放置林 

環境林整備のイメージ 

整備された生産林  
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環境林整備のイメージ  

整備された生産林 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 県行造林地の適切な管理の推進 

  間伐等の適切な森林管理を行うととも

に、地球温暖化対策の森林吸収源として

の活用を進めることで、木材生産と環境

保全が調和した森林づくりを行います。 

【平成30年度の取組】 

  平成30年度は、県内14市町､33ヶ所で

地上権設定した県行造林地のうち、NPO
と森林整備について協定を締結した、鈴

鹿市内の椿県行造林で間伐を実施しまし

た｡ 

 

 

 

 

 

 

（４） 保安林制度等による森林の保全管理 

  の推進 

 保安林制度や林地開発許可制度を適正

に運用することにより、森林の適正な保

全・管理を進めるとともに、利用の適正

化を図ります。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、県内の保安林指定面積

が503ha増加し、平成30年度末現在、県

内の森林面積の約34％にあたる125,907 
haの森林が保安林に指定されています。 

また、林地開発については、平成30年
度に16件、212haの申請を許可していま

す。 

 
 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  
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三瀬谷県行造林(大台町)  

三重県における保安林の指定状況 

※保健保安林には、兼種10,526haを含む。 

県行造林種類別契約状況（平成31年3月末現在）  

搬出間伐の実施状況  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
（５） 災害に強い森林づくりの推進 

  豪雨等による山崩れ等の山地災害や流

木災害から、県民の生命・財産を守るた

め、治山事業等により保安林の機能強化

を図るとともに、人家等の周辺において

必要な施設の整備や維持管理、森林の整

備を進めます。 

 

 

 

 

【平成30年度の取組】 
山腹崩壊、地すべり及び崩壊土砂流出

等による災害が発生するおそれがある地

区を山地災害危険地として地域防災計画

に掲載し、異常気象時における適切な対

応を図るための情報として提供していま

す。 

平成30年度末現在、山腹崩壊危険地区

2,037地区､地すべり危険地区 13地区､崩

壊土砂流出危険地区 2,036地区となって

います。なお、平成30年度末でのこれら

の山地災害危険地における治山事業の着

手率は53.0％となりました。 

 平成30年度の主な取組として､山地災害

が発生した地域等において､山腹崩壊地や

荒廃渓流を復旧整備し､災害の防止軽減を

図る治山事業を実施するとともに､機能が

低位な保安林を対象として､その健全な成

長を促進させるための本数調整伐(間伐)

403haを実施しました。 

 

 また、みえ森と緑の県民税を活用した

災害に強い森林づくり推進事業では、災

害緩衝林整備事業として､12市町･20箇所

において、流木となる恐れのある危険木

2,523m3 の除去と､渓流沿いの山腹で､土 

砂や流木の流出を抑止するための調整伐

159ha を実施しました。 

 さらに、土砂･立木緊急除去事業では､ 

 7市町･9箇所において、崩壊土砂流出危 

険地区内の治山施設などに､異常に堆積 

して流出する恐れのある土砂11,695m3  

と､流木50m3  の除去を行いました。   
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土砂流出防備保安林（紀北町) 

防風保安林（伊勢市）  

風致保安林（紀宝町） 

治山事業 復旧状況(紀北町） 



 

（６） 野生鳥獣との共生の確保 

 ニホンジカ等による森林の被害の軽減

を図るため必要な防除対策を実施すると

ともに、野生鳥獣との共生を図るため生

息環境等に配慮した森林整備を進めま

す。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度の、野生鳥獣による林業被

害額は1億9,771万円で、ニホンジカによ

るスギ・ヒノキへの食害、剥皮被害が約

90％を占めています。このため、植林地

への防除対策として、防護柵やチューブ

等の設置を支援しており、平成30年度は

新植地等に防護柵 54,765 m が設置され

ました。(造林事業：51,681m､特別天然

記念物カモシカ食害対策事業：3,084m) 

また、ニホンジカによる農林業被害と

生態系への影響の軽減を図るため、第二

種特定鳥獣管理計画（ニホンジカ）に基

づき、平成24年度から、ニホンジカの狩

猟期間における捕獲頭数等の制限緩和を

実施して捕獲圧を上げています。 

なお、平成30年度の狩猟登録者数は

3,257人となり、近年はほぼ横ばいで推

移しています。 

一方、ニホンジカによる森林被害が深

刻な地域での被害対策を推進するため、

県内の各関係機関が連携し、平成28年12
月に設立した、三重県森林被害緊急対策

協議会において、緊急捕獲の実施方法や

捕獲強化のための行動把握等について検

討を行い、平成30年度は、津市及び松阪

市の新植地周辺において160頭の捕獲を

実施しました。 
 
林業研究所では、集落の後背山林に生

息するニホンジカについて、くくり罠を

用いた捕獲技術の検証を行っています。 
この検証では、ICTを活用した集中捕

獲を集落周辺で同時に行うことで、効率

的に個体数を減らし、被害の軽減を図る

ことを狙いとしています。 
後背山林でのくくり罠による捕獲に当

たっては、シカの警戒心を高めることな

く継続的に捕獲することができる手法と

して、狭い範囲に少数のくくり罠を設置

し、短期間に設置場所を移動させる方法

を用いました。その結果、平成29年3月
から24ヶ月間で28頭のシカを捕獲し、効

果を確認できました。 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  
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災害緩衝林の整備【整備前】（多気町） 

災害緩衝林の整備【整備後】（多気町） 

植栽地への防護柵の設置（松阪市） 



 

（７） 森林病虫害対策及び森林災害対策の

強化 

森林に多大な被害を与える病害虫につ

いて、早急かつ的確な防除を行います。  

また、林野火災予防の普及啓発を行う

とともに、森林保険への加入を進めま

す。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、松くい虫防除対策とし

て薬剤散布による予防措置32haと、被害

木を伐倒処理する駆除措置47m3 を実施

しました。 

 

さらに、近年、カシノナガキクイムシ

による広葉樹の枯損などの被害が発生し

ているため、県内の被害状況を調査しま

した。  

また、山火事予防運動の一環としてポ

スター掲示などを行い、林野火災の予防

の啓発を図りました。 

２ 森林の区分に応じた森林管理の推進    

  効果的かつ効率的な森林整備が進めら

れるよう、森林ゾーニング等により重視

する森林の機能に応じた森林管理を進め

ます。 

（１） 市町等と連携した森林管理の推進 

 市町と連携して、森林計画制度の適切

な運用等を図りながら、地域の実情に即

した効果的かつ効率的な森林管理を進め

ます。 
 また、国有林や隣接府県と連携し、適

正な森林管理を進めます。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、南伊勢森林計画区にお

ける地域森林計画を樹立するとともに、

令和元年度以降の北伊勢森林計画区にお

ける地域森林計画の樹立に向けて調査を

実施しました。  

 

（２） 森林資源データの整備と情報提供   

  森林の区分に応じた適切な森林管理や

持続的な森林経営を進めるため、市町、

森林組合等と連携を図り、資源や施業履

歴等の正確な森林情報の把握整理を進め

るとともに、森林GIS 等を活用し、森林

資源データの情報提供を行います。 

【平成30年度の取組】 
 平成30年度は、森林資源情報の整備を

進めるとともに、森林施業の集約化に取

り組む林業事業体等に、森林資源情報を

提供しました。 

また、市町や林業事業体等とのデータ

共有など、より効果的な森林資源情報の

活用が可能となる､クラウド型の森林GIS

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  
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人工林内で採食中のニホンジカ 

松くい虫被害及び林野火災発生状況 

令和元年度以降に地域森林計画を樹立する森林計画  



について､市町等への普及を行いました｡ 

さらに、平成31年4月からの林地台帳

の公表等に向け、市町に対し､森林GISの
機能拡充など、林地台帳システムの整備

を支援しました。 

 

（３）森林の公益的機能発揮に向けての研

究 

水源のかん養や土砂の流出防備など、

森林の公益的機能を効果的に発揮させる

ために、森林の適正な管理や造成の研究

に取り組み､その成果の移転を進めます｡ 
【平成30年度の取組】 
ニホンジカの過度の採食による森林の

下層植生の衰退は、表層土壌の流出、生

物多様性の低下など森林のもつ公益的機

能の低下を招く可能性があります。 

このため、森林生態系被害を広域的に

評価できる密度比数を指標とする手法を

用いて、熊野灘沿岸地域の常緑広葉樹林

域で、ニホンジカの自然植生への影響度

を調査しました。 
その結果、シカの非生息域においても

最多密度本数に対する成立本数の割合が

小さい事例も多く、割合の低下をシカに

よる採食の影響と判断することは困難で

した。また、高木性稚幼樹の有無とシカ

の生息状況との関連性は認められません

でした。 
この地域では、1970年代以降長期にわ

たりシカの生息密度が高い状態で維持さ

れているため、シカの嗜好性の低い植物

（タイミンタチバナ､サカキ､シキミ）

や、採食耐性の高い植物（ヒサカキ､ヤ

ブツバキ）が林床に多く生育していたこ

とから、シカの生息域でも立木密度が大

きく低下しなかったと考えられます。 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  
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クラウド型の森林GIS 

熊野灘沿岸地域の常緑広葉樹林域 



 

Ⅱ 基本方針２ 林業の持続的発展  

 

【平成30年度評価】 

平成30年度は、利用期を迎えた森林資源

の循環利用を図るため、低コスト造林技術

の普及による主伐の促進、路網整備や高性

能林業機械の導入への支援等による搬出間

伐の促進に取り組みました。また、県産材

の需要拡大を図るため、工務店、建築士等

と連携した、三重の木等をPRする取組や、

林業･木材産業事業者のネットワーク化に

向けた交流会の開催などを行いました。 

これらの取組等により県産材の素材生産量は、目標の406千m3には届きませんでし

たが、前年比118％で、約57千m3の増加となり、平成24年度以降では最大の増加幅と

なりました。木材の用途別の生産量では、平成30年 3月に大型合板工場が多気町で操

業を開始したことから、合板用が46千m3（前年比767%）と大幅に増加しています。

また、県内で5基目となる木質バイオマス発電所が稼働するなど、木質バイオマス燃

料用についても前年比110％と増加しています。一方、建築用材となる製材用は204
千m3で、前年比101%と近年ほぼ横ばいで推移していますが、長期的には減少傾向に

あり、平成24年度との比較では、約86%と大きく減少しています。 

このように、合板用原木やバイオマス燃料等となる、価格の安いＢ・Ｃ材の需要は

増加していますが、住宅着工戸数の減少等により、価格の高い建築用材等Ａ材の需要

が減少しており、森林所有者の伐採意欲の向上につながっていないことなどが、県産

材素材生産量が伸びない要因と考えられます。 
 

令和元年度は、素材生産量の増大に向け、主伐・再造林の一貫作業システムやコン

テナ苗、ドローンの活用など新たな生産技術の普及に取り組むほか、引き続き、路網

整備や高性能林業機械の導入等による生産性の向上に取り組みます。 

また、森林環境譲与税の導入に伴い、都市部での公共建築物における木材需要の増

大が見込まれることから、首都圏等の公共団体や建築関係者等への県産材の利用促進

に向けたＰＲ活動を行うほか、県内の建築士等を対象とした非住宅の中大規模建築物

等の木造設計についての技術研修会の開催や、中小製材工場間の水平連携に向けた取

組等を進めます。 

【数値目標の達成状況】 

  林業は、木材価格の低迷による採算性の悪化等から活力が失われていますが、木材

生産活動を通じ山村経済の活性化や低炭素社会づくりに貢献するとともに、森林の公益

的機能の発揮につながることから、林業の持続的発展を図ります。 

※実績値は木材需給報告書等から県が調査したデータです。 
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指標 実績 目標 

  平成３０年度 平成３０年度   令和７年度  

県産材（スギ・ヒノキ） 

素材生産量 

３８０，０００ｍ3  ４０６，０００ｍ3   

  

４９８,０００ｍ3 

          

指標：県産材素材生産量 
m3 



１ 林業及び木材産業等の振興 

 林業及び木材産業等を活性化するため､ 

生産から流通・加工に至る連携の強化や

合理化を進めるとともに、施業の集約化

や基盤整備等により生産性の向上を図り

ます。 

 

（１） 森林施業の集約化の促進 

 小規模分散化している森林の施業の効

率化や木材の生産性向上を図るため、森

林経営計画制度に基づき、路網開設と森

林施業を一体的に行う施業の集約化を進

めます。 
【平成30年度の取組】 
 森林経営計画制度のさらなる普及・定

着を図るとともに、期間が満了する計画

の更新を促進するため、林業普及指導員

が主体となり、森林所有者や林業事業体

の計画作成を支援しました。また、境界

の明確化や森林所有者等の合意形成を促

進し、施業の集約化に取り組みました。 

この結果、平成30年度末時点での森林

経営計画の作成面積は50,073haとなりま

した。 

（２） 原木の低コスト生産体制整備の促進 

  木材の生産性の向上を図るため、路網

整備や、高性能林業機械の導入などによ

り、地域の実情にあった低コスト作業シ

ステムづくりを進めます。 

  あわせて、木材直送などによる原木流

通の効率化や低コスト化により、全国的

な製材工場等の大型化や木質バイオマス

需要等に対応できる、県産材の低コスト

生産供給体制の構築を図ります。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は林道事業により、林道開

設12路線15工区の整備を実施しました。   

 また、平成30年9月の台風第21号等によ

り被災した林道施設の復旧を支援しまし

た。 

  

Ⅱ 基本方針２ 林業の持続的発展  
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森林経営計画の作成面積 

※ 区域計画又は属人計画との重複があるため、面積の合計 

  は合致しません。 

林道開設 鶴ガ坂線（度会町） 

林道 有間野浦谷線 被災状況（大台町） 

林道開設 浅谷越線（熊野市） 

林道 有間野浦谷線 復旧状況（大台町） 



さらに、森林整備加速化・林業再生基

金事業等により、森林作業道等5,792mの

開設、高性能林業機械6台の導入を支援

することで、搬出コストの低減を促進し

ました。 

 

（３） 木材の流通・加工・供給体制整備の 

  促進   

 木材加工の高付加価値化、流通の合理

化、製品の規格化等により、市場ニーズ

に的確に対応できる品質・性能の確かな

製品の安定供給体制づくりを進め、競争

力のある良質な木材を市場に供給し、木

材産業の振興を図ります。 

 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、合板・製材生産性強化

対策事業により、地域材の競争力強化に

資するＣＬＴ加工施設の整備を支援しま

した。 

また、Ｃ材の利用を促進するため、森

林整備加速化・林業再生基金事業によ

り、木質チップ加工施設の整備を支援し

ました。 

 

（４） 特用林産の振興 

 安全で安心な県産きのこなどの特用林

産物を供給するため、生産者に対し生産

体制の整備や研修会等を行うとともに、

消費拡大を図るためのイベント等を通じ

普及啓発を図ります。 

また、きのこの生産や利用に関する研

究を進めます。 

【平成30年度の取組】 
平成30年度は、安全安心な県産きのこ

の普及を図るため、県内各地で開催され

るイベントにおいて、キクラゲやハタケ

シメジ等のPRを行いました。 
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路網整備及び高性能林業機械の導入実績 

木材加工流通施設の整備（CLT加工機：いなべ市）  

森林作業道の開設（松阪市） 

高性能林業機械の導入（プロセッサ：松阪市） 

木材の流通・加工施設等の整備実績 



林業研究所では、食嗜好の変化や健康

への高まりなどに対応するため、自然栽

培可能な新しいきのことして、ウスヒラ

タケ、ハナビラタケ、ササクレヒトヨタ

ケについて、林地や育苗ハウス等既存の

施設等を利用した栽培技術の開発を行っ

ています。 

 

また、施設栽培きのこの価格低迷によ

り、採算性が悪化していることから、施

設の回転率を向上させて生産量を増や

し、経営環境を改善するため、培養期間

が短く商品性の高い新しいきのことして

有望な、ヤマブシタケ、ブラウン系エノ

キタケについて、スギやカラマツ、広葉

樹のオガ粉や栄養体の混合割合を変え

て、菌糸伸長量等を調査し、短期培養に

最適な菌床の開発に取り組んでいます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 効率的な木材生産のための研究 

林業の生産性の向上を図るため、森林

施業や機械化に関する研究や、生産・流

通・加工を一体的に捉えたトータルコス

トの低減に関する研究に取り組み、その

成果の移転を進めます。 

【平成30年度の取組】 
林業研究所では、木材搬出コスト低減

に必要な森林作業道について、高性能林

業機械等の通行や作業の安全性を確保す

ることが重要であることから、壊れにく

い森林作業道の作設条件の明確化を目的

として、花崗岩質地帯など県内5つの表層

地質毎に、路体支持力の調査分析を行う

とともに、その成果を用いて「三重県版

森林作業道作設支援マップ」の作成に取

り組んでいます。 
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イベントでの特用林産物のPR（松阪市）  

ハナビラタケの自然栽培技術の開発  

エノキタケ野生株菌床ビン栽培  

森林作業道の路体支持力の調査 



２ 担い手の育成及び確保 

将来にわたる適切な森林の整備や、持

続的な森林経営のもとで活力ある木材生

産が行われるよう、多様な人材の育成・

確保や林業事業体等の育成強化を図りま

す。 

 

（１） 林業の担い手の育成・確保 

新たな担い手を確保するため、森林・

林業の就業等に関する情報提供等を行う

とともに、新規就業者の定着率の向上等

を図るため、職場環境や雇用条件の改

善、林業労働災害の防止等を進めます。 

また、集約化施業を推進し木材安定供

給体制を構築するため、フォレスター、

森林施業プランナー、高性能林業機械オ

ペレーター等の人材育成を進めます。 

【平成30年度の取組】 
 平成30年度は、高校生を対象として、

林業への就業意識を育み、就業を促進す

るため、林業職場体験研修を6校で実施し

たほか、公益財団法人 三重県農林水産支

援センターと連携して就業希望者と事業

体とのマッチングを目的に、就業・就職

フェアを開催しました。 

また、就業年数の浅い就業者を対象と

して、基本的な知識を習得する研修の実

施を支援したほか、キャリアアップを望

む就業者を対象として、森林作業道作設

オペレーター研修や林業架線作業主任者

の資格を取得するための試験準備講習会

を開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、森林についての基礎知識や、

森林作業における基本的な道具の操作方

法等を学ぶ林業講座「もりびと塾2018
(林業体験コース)」を開催し、14名が参

加しました。 

これらに加え、「木の駅プロジェク

ト」の取組などと連携して、主体的に間

伐等を行う林業経営者等を育成し、自伐

型林業を促進するため、自伐林家等を対

象とした間伐や木材の搬出技術等の研修

を行うなど、林業人材の確保・育成に取

り組みました。 
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林業職場体験研修 

新規林業就業者数の過去10年間の推移 

もりびと塾2018「林業体験コース」の開催 



 

新たな林業人材育成機関である「みえ

森林・林業アカデミー」の本格開講に向

けて、具体的なカリキュラムや講師の選

定を行うとともに、拠点施設となる林業

研究所内の既存施設の改修など、受講生

の受け入れ体制を整えました。 
また、平成30年10月にアカデミーをプ

レ開講し、記念シンポジウムを開催した

ほか、県内各地で公開講座やワーク

ショップを実施して、受講生の募集やア

カデミーの周知に努めました。 
このほか、アカデミーの運営をオール

三重で支援するため、平成30年9月に

「みえ森林・林業アカデミー産学官連携

協議会」を設立するとともに、12月には

三重大学大学院生物資源学研究科との連

携協定を締結しました。 

林業労働災害防止のため、作業現場へ

の巡回指導や安全衛生指導員研修会を開

催し、事故防止の啓発を行いました。 

 

なお、平成30年は、本県で死亡災害が

1件発生し、休業4日以上の被災者数は 

35名で、昨年とほぼ同数となりました。  

 

 

（２） 林業経営体、林業事業体の育成・強化    

地域林業の中核的担い手となる林業経営

体や林業事業体を育成・確保するため、経

営支援や機械化の促進等による経営の改

善や基盤強化を進めます。 

また、森林経営計画に基づく計画的な施

業の実施や木質バイオマスの総合利用を推

進するため、新規参入の促進等により必要

な事業体の育成・確保を進めます。 

【平成30年度の取組】 

「林業労働力の確保の促進に関する法

律」に基づき事業主が樹立する、労働環境

の改善や事業の合理化などを図るための改

善計画について、新たに2事業体の認定を

行いました。平成30年度末現在、47の事業

体が知事による認定を受けています。 

 また、平成31年4月から施行される「森林

経営管理法」を見据え、林業経営の集積・集

約化の受け皿となりうる林業経営者として、

育成を図る林業経営体に、新たに3経営体

を選定したほか、「意欲と能力のある林業経

営者」の公募に向けて準備を進めました。  
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自伐林家向けの搬出技術研修会  

過去10年間の林業労働災害の状況 

みえ森林・林業アカデミー｢開講記念シンポジウム｣ 



（３） 山村地域の生活環境の整備 

山村地域の生活環境の向上を図るため､

林道整備や治山事業等により安全で快適

な居住環境づくりを進めます。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、集落周辺において山地

災害防止に必要な施設や森林の整備を実

施しました。 

 
 

３ 県産材の利用の促進 

  県産材の利用は、「緑の循環」を通

した森林整備の促進、林業の再生につ

ながることから、住宅建築や公共施

設、木質バイオマス燃料等への積極的

な利用を進めます。  

 

（１） 県産材の新たな販路開拓 

 新たな県産材の需要を開拓するため、

大都市圏など大消費地における木造住宅

等への販路開拓を進めるとともに、住宅

以外の木材利用や新たな県産材製品等の

需要拡大に取り組みます。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、東京オリンピック・パ

ラリンピックを契機とした販路拡大につ

なげるため、木材関係団体等と連携して､

木材流通事業者等への訪問活動や首都圏

における建築・建材関係の展示会に出展

し、県産森林認証材等のPRを行うととも

に、日本農業遺産の認定を契機として、

尾鷲ヒノキの販売力を強化するため、ブ

ランド基準の策定等に取り組みました。 

  

 海外への販路については、付加価値の

高い木材製品の輸出に向け、韓国で開催

された見本市｢KOREA BUILD 2019｣に出 

展するとともに、韓国及び中国からバイ

ヤーを招へいするなど、ヒノキ内装材等

のPRを行いました。 
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治山事業の実施(松阪市)  

治山事業の実施(志摩市) 

治山事業の実施(松阪市) 

首都圏イベント（建築建材展2019） 



 また、市町や建築事業者等に対して、

新たな建築資材であるＣＬＴに関する研

修会を開催するなど、新たな需要の創出

に向けた情報発信に努めました。 

 

（２） 県産材利用に関する県民理解の促進 

県産材の利用を促進するため、環境や

健康面での木材の特性や、森林づくりに

おける県産材利用の意義について普及啓

発を行うとともに、正しい木材情報の提

供等を行います。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、県産材を積極的に使う

ことが三重県の森林を守ることにつなが

ることを県民に理解していただくため、

「みえ子ども森の学びサミット」など県

内で開催される各種イベントにおいて、

森林づくりや県産材利用について普及啓

発を行いました。 

（３） 信頼される県産材の供給の促進 

 品質が明確な「三重の木」や「あかね

材」の認証制度の普及、定着化などによ

り、安心して使える県産材の供給を促進

します。 

【平成30年度の取組】  
 平成30年度は、品質・規格が明確な

「三重の木」認証材等、良質な県産材の

普及を促進するため。建築関係者や木材

関係者が参加する研修会において、県内

の木材製品等の紹介を行いました。 

 

（４） 木造住宅の建設の促進 

県産材を利用した木造住宅の建築を促

進するため、木材関連業者と工務店、建

築士等との連携等により「三重の木」住

宅等の普及、販路拡大を進めます。 

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は､｢三重の木｣認証事業者

等の複数の事業者が連携して、森林や製

材工場の見学ツアー､住宅見学会などを

行うイベントを10回開催し、消費者に

｢三重の木｣に関する理解を深めていただ

くとともに、県内の建築士等と連携し、

大型ショッピングセンター等においてPR
を行うなど、一般住宅における｢三重の

木｣認証材等の利用推進を図りました。 
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KOREA BUILD 2019（韓国） 

 「三重の木」認証材出荷量 

みえ子ども森の学びサミット（松阪市）  



また、木材の利用側と供給側のマッチ

ングを図り、県産材の新たな流れを作る

ため、木造住宅建築に関わる川上(素材

生産等)から、川中(製材・流通)、川下

(建築設計)に至る幅広い関係者による交

流会を開催し、Ａ材(建築用材等)のサプ

ライチェーンの構築に努めました。  
 

（５） 公共施設等の木材利用の推進 

県産材の利用拡大を図るため、｢みえ

公共建築物等木材利用方針｣に基づき、

県有施設の木造・木質化を積極的に進め

るとともに、市町等が整備する公共施設

や民間施設等の木造・木質化を働きかけ

ます。 

また、県が実施する公共工事等で間伐

材等の利用を進めるとともに、国、市町

が実施する公共事業への利用を働きかけ

ます。 

【平成30年度の取組】 

平成30年度は、三重県県産材利用推進

本部において、県有施設の木造・木質化

に向けた取組を進めるとともに、公共建

築物等の木造・木質化を推進するため、

市町や木材関係者を対象に、公共施設木

造・木質化研修会を開催しました。 

また、県産材を使用した木造公共施設

等を掲載した「県産材利用事例集」を作

成し、市町や私立幼稚園・保育園に配布

して、県産材の利用を働きかけるととも

に、個別訪問により木造・木質化のPRを
行いました。 

 

公共建築物等における県産材の利用実

績は、伊勢志摩国立公園大王崎灯台トイ

レ(志摩市)や四日市工業高等学校専攻科

棟(四日市市)など、県が整備する2施設

において15.6ｍ3、いなべ市役所(いなべ

市)や日進保育園(大台町)など、市町等

が整備する14施設において499ｍ3の県産

材が利用されました。 
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大型ショッピングセンターでの県産材住宅のPR(鈴鹿市) 

伊勢志摩国立公園 大王崎灯台トイレ（志摩市） 

四日市工業高等学校専攻科棟（四日市市） 

いなべ市役所（いなべ市） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、県の公共土木工事において間伐

材の利用促進を進め、治山、林道工事で

1,430ｍ3の間伐材を使用しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 基本方針２ 林業の持続的発展  

Page 29 

認定こども園（熊野市） 

日進保育園（大台町） 

つつじが丘幼稚園（名張市） 

公共工事等の利用事例 木製土留工(津市)  

公共工事等の利用事例 木製谷止工(松阪市) 

公共工事等の利用事例 残存型枠（津市） 

上野北小学校（伊賀市）  



（６） 木質バイオマスの有効利用の推進 

 林業を再生し、低炭素社会づくりにつな

がる間伐材等の木材の有効活用を図るため 

、合板用材の需要拡大や木質バイオマスの

エネルギー利用等の推進を図ります。 

また、木質バイオマスの総合利用を進め

るため、効率的な収集・搬出の仕組みづく

りを進めます。 

【平成30年度の取組】 

これまでに、県内では、再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度に基づく認可を受

けた木質バイオマス発電所が、5基稼働し

ています。 

平成30年度は、木質バイオマスを供給す

る事業者の高性能林業機械の導入や、枝葉 

等を現地土場等でチップ化し、効率的に運 

搬する取組への支援に加え、木質チップ加 

工施設の導入に支援を行うなど、木質バイ 

オマスの安定供給体制づくりを進めまし

た。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、間伐材などの未利用材等を木質バ

イオマスに有効活用するため、市町や森林

組合、NPOなどと連携して｢木の駅プロジ 

ェクト｣の取組を推進しました。 

その結果、平成30年度は、県内7地域の

｢木の駅プロジェクト｣において、約4,000
ｔの木質バイオマスが出荷されました。 
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バイオマスパワーテクノロジーズ 

松阪木質バイオマス発電所（松阪市） 

グラップル付クレーンの導入（松阪市）  

フォークリフトの導入（松阪市） 

燃料配送車の導入（津市） 

木の駅での集荷状況（津市） 



（７）新製品・新用途の研究・開発の促進 

消費者ニーズを反映した、付加価値が高

く、使いやすい木材製品の研究開発と技術

の移転を進めます。 

【平成30年度の取組】 
林業研究所では、一般に市場流通してい

る県産ヒノキ中径材(丸太)の挽き板(ラミ

ナ)としての需要拡大を目的に、丸太の縦

振動ヤング率と丸太から採材されるラミナ

の曲げヤング率の出現分布及び両ヤング率

の関係を明らかにしました。 
この結果、要求される曲げヤング率以上

のラミナを効率良く収集するには、曲げヤ

ング率要求値と同等以上の縦振動ヤング率

の丸太を選別し、丸太の樹心付近(内側)を

除く部位からラミナを採材すると良いこと

が分かりました。 
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ヒノキラミナの曲げ強度試験 

（曲げヤング率の測定） 
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【平成30年度評価】 

 平成30年度は、地域で行う森林環境教育･木

育や森づくり活動の促進を図るため､「みえ森

づくりサポートセンター」を拠点として、市

町や学校、森林環境教育指導者等からの森林

環境教育･木育や森づくり活動に関する相談に

随時対応し、活動のコーディネートや森林環

境教育･木育に関する情報収集と発信、普及啓

発を行いました。 
 

 森林環境教育指導者や森づくり活動者など

を対象に、レベルに応じた段階的な研修会等

を開催した結果、森林文化・森林環境教育の

指導者数は714人となり､目標の695人を上回 

りました｡ 

｢三重県民の森｣や｢上野森林公園｣での自然

観察会の開催や、｢みえ森と緑の県民税｣を活

用した市町交付金事業による学校や地域での

森林環境教育の取組、また、未就学児や小学

校低学年の児童を対象とした木育の取組な

ど、様々な取組を行った結果、森林環境教育

等の指導者の活動回数は2,376回となり、目標

の2,300回を上回りました。 

 

令和元年度は、さまざまな主体の連携による森林環境教育・木育の取組を一層進

めるため、みえ森づくりサポートセンターの総合窓口機能の充実を図るとともに、

野外体験指導者等と連携した自然環境キャンプの試行や、森林をフィールドとして

子どもたちが遊びながら主体的に学ぶ新たなプログラムの作成、県内の既存施設へ

の森林環境教育の実践フィールドや常設型の木育体験施設の整備、みえ木育ステー

ション認定制度の創設などに取り組みます。 

 

【数値目標の達成状況】 

  森林は継承されるべき郷土の歴史的、文化的な財産であり、自然環境の教育及び学

習の場でもあることから、その森林の保全及び活用、学習機会の提供や環境の整備に

より、森林文化及び森林環境教育の振興を図ります。 

※数値は県のデータベースに基づく指導者数とその活動回数です。 
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指標 実績 目標 

  平成３０年度  平成３０年度  令和７年度 

森林文化・森林環境 

教育指導者数 

７１４人 ６９５人  ８００人 

同活動回数 ２，３７６回 ２，３００回  ３，０００回 

指標：森林文化・森林環境教育指導者数 
人 

指標：森林文化・森林環境教育活動回数 



１ 森林文化の振興 

 県民の皆さんが森林との豊かな関わり 

を持てるよう、森林と親しめる環境づく

りや山村地域の新たな魅力づくりを進め

ます。 
 

（１） 新たな森林の価値の活用 

 森林の多様な価値や山村地域の持つ潜

在的な価値を活かした新たな森林づくり

や、魅力ある地域づくりの取組を進めま

す。  

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、みえ森と緑の県民税を

活用して、小中学生を対象とした「こど

も森の写真教室」を開催するとともに、

「第５回みえの森フォトコンテスト」で

は、子ども達から100作品の応募があ

り、優秀作品は県公共施設やショッピン

グセンターなど県内各地で展示を行いま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人々の営みと自然がおりなす里山里海

など、優れた景観を保全するため、伊勢

志摩国立公園協会との連携により、伊勢

志摩発展の礎を築いた石原円吉翁を顕彰

して、国立公園の保全と利用に継続して

取り組んでいる個人や団体を表彰する

｢石原円吉賞｣を創設しました。 

 伊勢志摩国立公園が指定された11月に

記念すべき第１回表彰式を開催し、神島

小学校と横山桜会の2団体に加え､海の博

物館前館長 故･石原義剛氏と、鳥羽水族

館名誉館長 中村幸昭氏の2名に特別賞が

贈られました。  
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小学生以下の部 最優秀賞「かいじゅう」 

小学生以下の部 最優秀賞「ニョロニョロ」  

「石原円吉賞」受賞を記念した植樹式 

中学生以上の部 最優秀賞「大工」 

みえの森フォトコンテスト表彰式 



（２） 森林を活かした連携交流の促進     

都市住民が森林への理解を深め、森林

を支える山村住民が元気になるよう、森

林や山村地域の魅力を活かした体験交流

を進めます。 

また、森林は豊かできれいな海づくり

などに大きな役割を果たしていることか

ら、漁業関係者等との森林づくりを通し

た連携交流を進めます。 

【平成30年度の取組】 

平成30年度は、｢企業の森｣の一環とし

て、公益財団法人イオン環境財団､松阪

市と連携し、松阪市飯南町の山林で植樹

活動を行いました。 

当日は、県内外から約530名のボラン

ティアが参加し､地域に自生する12種の

広葉樹5,000本を植樹しました。 

 

 

 

 

 

 

 

また、鈴鹿国定公園指定50周年となる

7月22日に、滋賀県、三重県や関係市

町、観光協会等で構成する鈴鹿国定公園

協会の主催により、御在所山上公園で記

念式典が開催されました。 

当日は、三重、滋賀県両県知事及び関

係市町、次世代を担う子どもたち約200
人が出席し、記念宣言と記念植樹が行わ

れました。 
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第1回松阪市植樹（一般植樹） 

第1回松阪市植樹（開会式） 

第1回松阪市植樹（記念植樹） 

鈴鹿国定公園指定50周年記念式典（記念宣言） 

鈴鹿国定公園指定50周年記念式典（記念植樹） 



（３） 里山の整備及び保全の促進    

 人との関わりの中で、生物の多様性を

維持しながら、地域の暮らしや文化を支

えてきた里山の自然環境を守り、身近な

自然とのふれあいの場、活動の場として

再生・活用するため、地域住民や団体等

による里山保全活動を進めます。 

【平成30年度の取組】  

県では、自然環境保全団体等による地

域の自然を守り育てる活動を促進するた

め、自然観察会などを行っている団体の

活動を認証する「みんなで自然を守る活

動認証制度」と、里山の管理作業などの

活動を行っている団体の活動計画を認定

する「里地里山保全活動計画認定制度」

を設けています。 

平成30年度末時点での、みんなで自然

を守る認証団体数は 7団体、里地里山保

全活動計画認定団体数は38団体となって

います。 

 平成30年度は、里山林の保全管理や森

林資源の活用を行う活動団体に支援す

る、「森林・山村多面的機能発揮対策交

付金事業」で、18の活動団体が約49haの
森林整備や竹林整備、66回の森林体験学

習等を実施しました。 

 

 

 

 また、暮らしに身近な森林づくりを推

進するため、みえ森と緑の県民税市町交

付金を活用して、里山・竹林生活環境保

全支援事業(亀山市)など、7市町で里山

や竹林の整備が行われました。  
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里山林の保全活動（竹林整備:四日市市） 

里山・竹林生活環境保全支援事業（亀山市） 

みんなで自然を守る認証団体・里地里山保全活動 

計画認定団体数 

里山林の保全活動（木道整備:津市） 

竹林整備支援事業（津市） 



（４） 森林文化の継承 

 人と森林との関わりにより育まれてき

た森林文化を継承していくため、巨樹・

古木や街中の森等の保存や活用を進めま

す。  

【平成30年度の取組】 

 平成30年度は、公益社団法人 三重県緑

化推進協会により、緑地等適正管理事業

として、日本樹木医会三重県支部の協力

を得て、市町等の要請に応じ、松阪市飯

高町のヤマツツジや志摩市磯部町のオオ

シマザクラなど12市町（28箇所）で、巨

樹・古木や学校、公共広場等の樹木の健

康診断や管理指導等を行いました。 

 

 

 

 

 

 

２ 森林環境教育の振興    

 森林・林業や木に対する県民の理解と

関心を深めるため、学習の場の提供や指

導者の育成等を行います 
 
（１）森林の役割に関する県民理解の促進 

県民の皆さんの森林･林業に対する理解 

と関心を高めるため､森林の持つ機能や役

割、県内の森林･林業をめぐる諸課題、地

球規模での森林の問題等の情報を提供し

ます。 

【平成30年度の取組】  

 県政だよりや新聞などにより啓発を行

うとともに、ホームページや facebook
ページ「みんなで支える三重の森林づく

り」により、森林・自然、木に関する情

報提供を行いました。 

また、ニュースレター｢みんなで支える

森林づくりニュース｣(年4回)や､｢みえの

森メールマガジン｣(年12回)を発行しまし

た。 
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樹木（オオシマザクラ）の健康診断（志摩市） 

樹木（ヤマザクラ）の健康診断（津市） 

「みんなで支える森林づくりニュース」 



（２）森林とのふれあいの場の提供 

森林・林業への県民の理解を深めるた

め、市町や森林所有者と連携し、森林・

林業について学習や体験できる場の確保

等、気軽にふれあえる環境づくりを進め

ます。 

【平成30年度の取組】 

 ｢三重県民の森｣及び｢上野森林公園｣で

は、ボランティア｢モリメイト｣の協力を

得ながら園内の森林の手入れなどを進め

るとともに、平成30年度は、三重県民の

森で142回、上野森林公園で138回の自然

観察会等を開催したほか、各種研修会な

どに活用されています。 
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森の素材でｸﾘｽﾏｽﾘｰｽづくり（上野森林公園） 

自然観察会（三重県民の森） 

自然観察会（三重県民の森） 

森の遊園地（三重県民の森） 

くぬぎの森づくり（上野森林公園） 

てくてく探検隊（上野森林公園） 



（３）森林環境教育の効果的な推進 

県民の皆さんの森林に対する理解と

関心を高めるため、市町や団体等のさ

まざまな主体と連携して、森林環境教

育の機会の増大を図ります。また、森

林環境教育を効果的に実施するため、

必要な教育プログラム等の提供や学習

環境を整備するとともに、指導者の教

育等を進めます。 

【平成30年度の取組】 

 平成28年4月に津市白山町の林業研究

所内に設置した「みえ森づくりサポー

トセンター」において、森林環境教

育・木育や森づくり活動に関する相談

対応や森林環境教育活動のコーディ

ネート、出前授業、指導者の育成(指導

者養成講座の開催)などを行っていま

す。 

平成30年度は、みえ森と緑の県民税

を活用して、小学５年生を対象とした森

林環境教育副読本「三重の森林とわた

したちのくらし」を作成し、県内の小

学校へ配布したほか、学校における森

林環境教育・木育の取組をまとめた事

例集を作成しました。 

また、森林環境教育の指導者を育成

するための講座を10回開催するととも

に、県内の小学校など12校で、森林環

境教育の活動支援(出前授業)を行いま

した。 
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森林環境教育指導者養成講座（技術編）  

学校教職員森林環境教育講座  

森林環境教育の活動支援（長島中部学童保育所）   
森林環境教育指導者養成講座（知識編）  

森のせんせいスキルアップ研修(LEAFｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ編) 



 市町においても、みえ森と緑の県民税

市町交付金を活用した「里山体験事業」

(志摩市)や「森林環境教育活動支援事業｣

(紀北町)など12市町で、小学生や住民を

対象とした森林・林業について学習や体

験できる取組が実施されました。 
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森林環境教育の活動支援（県立久居農林高等学校） 

里山体験事業（志摩市） 

森林環境教育の活動支援（伊勢市立神社小学校）  

森林環境教育活動支援事業（紀北町） 

森林環境教育指導者養成及び森林環境教育活動 

支援の実施状況 



県では、多くの県民に楽しみながら森

林や自然に対する理解や関心を高めても

らうため、12月1日に みえこどもの城( 

松阪市)で「みえ子ども森の学びサミッ

ト」を開催しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢木育｣の取組を広く展開するため、県

内で製作されている木製玩具を「ミエト

イ」と位置付けており、それらを体験で

きる場として、県内のイベントなどに出

展する「ミエトイ・キャラバン」を11回
実施しました。 

また、これらの遊具等を運搬する車両

を、県内の高校生のデザインによりラッ

ピングした｢木育バス｣としています。 

 

 平成30年6月に､市町や木育関係民間団

体が連携する場として､ 一般社団法人 三

重県森林協会を事務局とする「みえの木

育ネットワーク」を設立しました。 

  設立に際し、キックオフシンポジウム

を開催し、岐阜県森林文化アカデミーの

松井勅尚教授の基調講演や、参加者が木

製品を作りながら語り合う｢木育カフェ｣

を実施しました。 

 

 

 
 

みえ子ども森の学びサミット（松阪市） 

みえ子ども森の学びサミット（松阪市）  

みえ子ども森の学びサミット（松阪市） 

ミエトイ・キャラバン（松阪市） 

「みえの木育ネットワーク」キックオフ 

シンポジウム「木育カフェ」 
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 また､みえの木育ネットワークの活動と

して､三重県産のヒノキを使った｢三重の

木ふるさと三重かるた｣を開発しました｡  

 

さらに、三重県総合博物館と連携した 

｢ミエトイ･キャラバンin  MieMu｣を 7月 

9日から9月2日にかけて開催し、期間中

は、三重の木のボールプールやキッズス

ペースなどを設置したほか、森のせんせ

いやみえの木育ネットワーク会員による

26回のワークショップを実施しました。  
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ミエトイ・キャラバンin MieMu  

三重の木ふるさと三重かるた 

ワークショップ（流木とあそぼ） 

ワークショップ（カホン作り） 

ワークショップ（木のおもちゃ「ぽっくり」作り） 

ワークショップ（間伐材の工作） 

ワークショップ（鍋敷き作り） 



 

Ⅳ 基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進 

【平成30年度評価】 

 平成30年度は、公益社団法人 三重県

緑化推進協会等の関係団体や菰野町と

連携し、御在所山上公園において県民

参加の植樹祭を開催したほか、「三重

県民の森」や「上野森林公園」での自

然観察会等の開催、企業と森林所有者

とのマッチングサポートによる「企業

の森」活動の推進に取り組んだ結果、

「森林づくりへの参加者数」は33,845
人となり、目標の33,000人を上回りま

した。 

 「企業の森」においては、新たに6件
の協定を締結し、合計で53件、229ha
となりました。多くの「企業の森」では、社員やその家族、地元自治体や住民等

も参加して森林保全活動等が実施されるなど、森林づくり参加者数は着実に増加

しています。 

こうした取組をさらに進めていくため、ホームページやfacebook、ニュースレ

ター「みんなで支える森林づくりニュース」等のさまざまなツールを活用した情

報発信や、イベント等での普及・啓発を行う必要があります。 

 

 令和元年度は、森林づくりへの県民参画を進めるため、森林づくりへの理解を

深めるためのイベントの開催や県民参加の植樹祭を市町、関係団体等と連携して

開催します。また、森林づくりに取り組みたいと考えている企業や森林ボラン

ティア等への必要な情報提供・技術支援を実施するなど、多様な主体による森林

づくりを支援します。さらに、学校や地域での活動を支援する拠点として、「み

え森づくりサポートセンター」の体制を拡充することで、森林づくりへの県民参

画をより一層推進していきます。 

【数値目標の達成状況】 

  森林の恩恵は広く県民の誰もが享受するものであり、森林は県民の財産であるとの認

識のもと、森林づくりを社会全体で支える環境づくりを進め、県民参画の推進を図ります。 

＊数値は、県民、NPO、企業などさまざまな主体の森林づくりに関する活動や催しへの参加者数です。 
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指標 実績 目標 

  平成３０年度 平成３０年度  令和７年度 

森林づくりへの 

参加者数 

３３,８４５人 ３３,０００人  ４０,０００人 

          

指標：森林づくりへの参加者数 



１ 県民､NPO､企業等の森林づくり活動

の促進 

「森林は大切」という意識が「森林を守

る」という具体的な行動につながるよう、

さまざまな主体がさまざまな方法で森林づ

くりに参加できる仕組みづくりを進めま

す。 

 

 （１） 森林づくり活動への県民参加の促進 

森林づくりへのさまざまな主体の参加を

促すため、市町や団体等のさまざまな主体

と連携し、活動場所の確保やリーダー等の

育成、情報の提供等を行い、県民やボラン

ティア、NPO、企業などの活動を促進しま

す。 

【平成30年度の取組】 
 平成30年度は、新たに 6箇所で「企業の

森」協定が締結され、企業による森林整備

を進めています。 

 

また、森林ボランティア活動における基

礎的な知識と技術の習得を図るため、みえ

森づくりサポートセンターにおいて、森づ

くり活動初心者講習を開催しました。 

さらに、森林整備の適正な技術の習得を 

目的とした､刈り払い機やチェンソー作業､

安全衛生教育など、森づくり活動に必要な

スキルアップ講習や活動に必要な物品の貸

出を行いました。 
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「企業の森」の実績 

「企業の森」森づくり宣言書調印式  



 

（２） 幅広い県民参画の機会の創出 

 森林所有者、事業者、県民等の幅広い参

画と合意形成のもとで森林づくりを進める

ため、県民の皆さんがさまざまな形で森林

づくりに参画できる環境づくりを進めま

す。 

 

 

 

 

【平成30年度の取組】 

平成30年度は､「三重の森林づくり基本

計画」の改定に当たり、10月3日から11月
1日までの約1か月間､パブリックコメント

による意見募集を行い､38件のご意見をい

ただきました。 

また､10月11日から10月22日にかけて､

県内 8会場で事業者や県民向けの説明会を

開催し､50事業者等から80名に参加いただ

き、新たな三重の森林づくりについての意

見交換を行いました。 

 

（３）身近な緑化活動の推進 

森林・林業への理解がひろがるよう､緑

化活動に取り組む団体等と連携し､花木の 

植栽等の身近な緑化活動を通して､県民の

緑化意識の高揚を図ります。 

【平成30年度の取組】 
 平成30年度は、公益社団法人 三重県緑 

化推進協会と連携して「緑の募金｣活動を 

実施したほか、新聞や県広報誌等を活用

し、緑化意識の啓発を行いました。 

 また、公益財団法人 日本さくらの会の

助成事業を活用し、伊勢市など県内2箇所

に桜苗木を計250本配布しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進  

Page 44 

「企業の森」森づくり活動の実施（伊賀市） 

「企業の森」森づくり活動の実施（伊賀市）   

森づくり活動講習（チェーンソー特別教育講習） 

緑の募金街頭キャンペーン（イオンタウン菰野） 



 ２ 森林づくりの意識の啓発    

 県民の皆さんの森林に対する理解を深

め、自主的な森林づくりへの参画を促す

取組を行います。 

 

（１）三重のもりづくり月間の取組 

社会全体で森林を支える社会環境づく

りを進めるため、NPOや関係団体、企業

等のさまざまな主体と連携して、県民の

皆さんの森林や木材への理解や三重の森

林づくりへの参画を促進する各種活動を

毎年10月のもりづくり月間を中心に進め

ます。 

【平成30年度の取組】 
 平成30年度は、菰野町と連携して｢県民

参加の植樹祭in 御在所山上公園｣を鈴鹿国

定公園 指定50周年記念式典の併催行事と

して開催しました。 

植樹祭では､菰野町みどりの少年隊の子

どもたちをはじめ､県民約100名が参加し､

ミズナラやアカヤシオなど広葉樹 100本
を植樹しました。 

 

 また、県内7地域で、森林とのふれあい

や森林の大切さについて考える｢森の学

校｣を開催しました。  
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森の学校（四日市市）三重まるごと自然体験フェア  

森の学校（津市）農林水産まつり 

県民参加の植樹祭 みどりの少年隊による植樹活動  

県民参加の植樹祭  集合写真 

森の学校（松阪市）みえ子ども森の学びサミット  
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もりづくり月間の取組（森の学校）一覧 

森の学校（伊勢市）伊勢市環境フェア  森の学校（尾鷲市）尾鷲ヒノキふれあいフェスタ  

森の学校（熊野市）紀和ふるさとまつり 森の学校（名張市）とれたて！なばり2018  



Ⅴ 主な施策と予算 
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        平成17年10月21日 

        三重県条例第83号 

 

三重の森林づくり条例 

 

 三重の森林は、県土の保全、水源の

かん養、自然環境の保全、公衆の保健 

、地球温暖化の防止、林産物の供給等

の多面にわたる機能(以下「森林の有す

る多面的機能」という。)を発揮すると

ともに、生活、文化活動の場として県

民に恩恵をもたらしてきた。また、三

重の森林は、自然の生態系を支え、多

様な生物をはぐくみ、人と生物の共生

の場となってきた。 

しかし、輸入木材の増加に伴う木材

価格の低迷と人件費等の生産費の上昇

によって林業の採算性は大幅に低下し 

、林業経営意欲が減退するとともに、

山村の過疎と高齢化の進行により、森

林資源の循環利用を支えてきた林業が

大きな打撃を受け、放置林の増加など

森林の適正な管理が困難になっており 

、森林の有する多面的機能は危機に瀕

(ひん)している。 

森林が豊かで健全な姿で次代に引き

継がれるよう、国、県、市町、事業者 

、森林所有者等及び県民一人一人が森

林及び林業に関する共通の認識を持ち 

、互いに協働しながら百年先を見据え

た豊かな三重の森林づくりの実現に向

けて取り組まなければならない。 

ここに、私たちは、三重の森林が県

民のかけがえのない財産であることを

認識し、森林の有する多面的機能を効

果的に発揮させることによって環境へ

の負荷が少ない循環型社会の構築に貢

献していくことを決意し、本条例を制

定する。 

 

（目的） 

第一条 この条例は、三重の森林を守      

 り、又は育てること（以下「三重の  

 もりづくり」という。）について、 

 基本理念を定め、並びに県、森林所 

 有者等、県民及び事業者の責務を明 

 らかにするとともに、県の施策の基 

 本となる事項を定めることにより、 

 三重のもりづくりに関する施策を総 

 合的かつ計画的に推進し、県民の健 

 康で文化的な生活の確保に寄与する 

 ことを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号 

 に掲げる用語の意義は、それぞれ当 

 該各号に定めるところによる。 

一 森林所有者等：森林の所有者又は  

 森林を使用収益する権原を有する者 

 をいう。  

二 森林資源の循環利用：育林及び伐 

 採を通じて森林から林産物を繰り返 

 して生産し、並びにその林産物を有 

 効に活用することをいう。 

三 県産材：三重県の区域にある森林 

 から生産された木材をいう。 

 

（多面的機能の発揮） 

第三条 三重のもりづくりに当たって 

 は、森林の有する多面的機能が持続 

 的に発揮されるよう、将来にわたっ 

 て、森林の整備及び保全が図られな 

 ければならない。 

 

（林業の持続的発展） 

第四条 三重のもりづくりに当たって 

 は、森林資源の循環利用を図ること 

 が重要であることにかんがみ、林業 

 生産活動が持続的に行われなければ 

 ならない。 
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（森林文化及び森林環境教育の振興） 

第五条 三重のもりづくりに当たって 

 は、森林が継承されるべき郷土の歴 

 史的、文化的な財産であるとともに 

 、自然環境を理解するための教育及 

 び学習の場であることにかんがみ、 

 その保全及び活用が図られなければ 

 ならない。 

 

（県民の参画） 

第六条 三重のもりづくりに当たって 

 は、森林の恩恵は県民の誰もが享受 

 するところであることにかんがみ、 

 森林は県民の財産であるとの認識の 

 下に、県民の参画を得て、森林の整 

 備及び保全が図られなければならな 

 い。 

 

（県の責務） 

第七条 県は、第三条から前条までに 

 定める三重のもりづくりの推進につ 

 いての基本理念（以下「基本理念」 

 という。）に基づき、三重のもりづ 

 くりに関する施策を総合的に策定し 

 、及び計画的に実施する責務を有す 

 る。 

２ 県は、三重のもりづくりを推進す 

 るに当たっては、県民、森林所有者 

 等及び事業者との協働に努めるとと  

 もに、国及び市町との緊密な連携を  

 図るものとする。 

３ 県は、隣接する府県において三重 

 のもりづくりに関する理解が得られ 

 るよう努めるものとする。 

 

（森林所有者等の責務） 

第八条 森林所有者等は、基本理念に 

 基づき、森林の有する多面的機能が 

 確保されることを旨として、その森 

 林の整備及び保全が図られるよう努 

 めなければならない。 

 

２ 森林所有者等は、県が実施する三  

 重のもりづくりに関する施策に協力 

 するよう努めるものとする。 

 

（県民の責務） 

第九条 県民は、基本理念に基づき、 

 三重のもりづくりに関する活動に参 

 画するよう努めるとともに、県が実 

 施する三重のもりづくりに関する施 

 策に協力するよう努めるものとする。 

 

（事業者の責務） 

第十条 林業を行う者（権原に基づき 

 、森林において育林又は伐採を行う 

 者をいう。）及び林業に関する団体 

 は、基本理念に基づき、森林の整備 

 及び保全に努めるとともに、県が実  

 施する三重のもりづくりに関する施 

 策に協力するよう努めるものとする。 

 

２ 木材産業その他の林産物の流通及 

 び加工の事業（以下「木材産業等」 

 という。）の事業者は、その事業活 

 動を行うに当たっては、林産物の適 

 切な供給を通じて森林資源の循環利 

 用に資するよう努めるとともに、県 

 が実施する三重のもりづくりに関す 

 る施策に協力するよう努めるものと  

 する。 

 

（基本計画） 

第十一条 知事は、三重のもりづくり 

 に関する施策の総合的かつ計画的な 

 推進を図るため、三重のもりづくり 

 についての基本的な計画(以下「基本 

 計画」という。)を定めなければなら 

 ない。 

２  基本計画は、三重のもりづくりに 

 関する中長期的な目標、基本となる 

 方針、施策の方向その他必要な事項 

 を定めるものとする。 
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３ 知事は、基本計画を定めようとす 

 るときは、あらかじめ、三重県森林 

 審議会の意見を聴き、議会の議決を  

 経なければならない。 

４ 知事は、基本計画を定めようとす 

 るときは、県民の意見を反映するこ 

 とができるよう、必要な措置を講ず 

 るものとする。 

５ 知事は、基本計画を定めたときは 

 、遅滞なく、これを公表しなければ 

 ならない。 

６ 知事は、毎年一回、基本計画に基  

 づく施策の実施状況について議会に 

 報告するとともに、これを公表しな 

 ければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は、 

 基本計画の変更について準用する。 

 

（森林の整備及び保全） 

第十二条 県は、将来にわたって森林 

 の整備及び保全を図るため、間伐の 

 促進その他森林施業の推進に必要な 

 措置を講ずるよう努めなければなら 

 ない。 

 

（効果的かつ効率的な森林づくり） 

第十三条 県は、効果的かつ効率的な 

 森林の整備及び保全を図るため、森 

 林の区分（重視すべき機能に応じて  

 森林を区分することをいう。）に応 

 じた森林の管理その他必要な措置を 

 講ずるよう努めなければならない。 

 

（林業及び木材産業等の健全な発展） 

第十四条 県は、森林資源の循環利用 

 の重要性にかんがみ、林業及び木材 

 産業等の健全な発展を図るため、県 

 産材安定供給体制の強化、林産物の 

 活用の促進その他必要な措置を講ず 

 るよう努めなければならない。 

 

（担い手の育成及び確保） 

第十五条 県は、持続的に林業生産活 

 動を担うべき人材の育成及び確保を 

 図るため、教育、普及その他必要な 

 措置を講ずるよう努めなければなら 

 ない。 

 

（県産材の利用の促進） 

第十六条 県は、県産材の利用の拡大 

 が三重のもりづくりに資することに 

 かんがみ、その利用を促進するため 

 、県産材の認証制度の推進その他必 

 要な措置を講ずるよう努めなければ 

 ならない。 

２ 県は、公共施設、公共事業等への 

 県産材の積極的な利用を促進するた 

 め、必要な措置を講ずるよう努めな 

 ければならない。 

 

（森林文化の振興） 

第十七条 県は、森林が歴史的、文化 

 的に県民の生活と密接な関係を有す 

 ることにかんがみ、人と森林との関 

 係から形成される文化を振興するた 

 め、県民が森林に触れ合う機会の確 

 保その他必要な措置を講ずるよう努 

 めなければならない。 

 

（森林環境教育の振興） 

第十八条 県は、三重のもりづくりに 

 は県民の理解が必要なことにかんが 

 み、森林と生活及び環境との関係に 

 関する教育を振興するため、県民が 

 森林について学ぶ機会の確保その他 

 必要な措置を講ずるよう努めなけれ 

 ばならない。 
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（県民、森林に関する団体等の活動へ 

 の支援） 

第十九条 県は、県民、森林に関する 

 団体（緑化活動その他の森林の整備 

 及び保全に関する活動を行う団体を 

 いう。）等が自発的に行う三重のも 

 りづくりに関する活動を支援するた 

 め、情報の提供その他必要な措置を 

 講ずるよう努めなければならない。 

 

（三重のもりづくり月間） 

第二十条 県民が森林のもたらす恩恵 

 について理解を深め、三重のもりづ 

 くりに参画する意識を高めるため、 

 三重のもりづくり月間を設ける。 

２ 三重のもりづくり月間は、毎年10 
 月とする。 

３ 県は、三重のもりづくり月間にお 

 いて、その趣旨にふさわしい事業を 

 実施するものとする。 

 

（財政上の措置） 

第二十一条 県は、三重のもりづくり 

 に関する施策を実施するため、必要 

 な財政上の措置を講ずるよう努める 

 ものとする。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行す 

 る。ただし、第二十条の規定は、平 

 成18年4月1日から施行する。 

 

２ この条例の施行（前項本文の規定 

 による施行をいう。）の日から市町 

 村合併により村が廃されることに伴 

 う関係条例の整理に関する条例（平 

 成17年三重県条例第六十七号）の施 

 行の日の前日までの間におけるこの 

 条例の適用については、前文及び第  

 七条中「市町」とあるのは、「市町 

 村」とする。 

３ この条例の施行後５年を経過した 

 場合において、この条例の施行の状 

 況について検討が加えられ、必要が 

 あると認められるときは、所要の措  

 置が講ぜられるものとする。 
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第１ 基本計画策定の考え方 

１ 基本計画策定の趣旨 

林業採算性の悪化や山村の過疎化・高

齢化の進行により林業が大きな打撃を受

け、林業や山村地域の人々だけでは森林

を適正に守り育てていくことが困難にな 

っている状況を受け、三重の森林を県民

の共有の財産と捉え、国、県、市町、事

業者、森林所有者等及び県民一人ひとり

が、それぞれの責任と役割に応じて互い

に協働しながら豊かで健全な姿で次代に

引き継いでいくため、平成17年10月に

「三重の森林づくり条例」(以下「条例」

といいます。)が制定されました。 

条例の規定に基づき、三重の森林づく

りに関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、「三重の森林づくり基本計

画」（以下「基本計画」といいます。）

を平成18年3月に策定しました。 

条例の基本理念を受けて、「森林の多

面的機能の発揮」「林業の持続的発展」

「森林文化及び森林環境教育の振興」

「森林づくりへの県民参画の推進」の４

つを基本方針とし、基本方針ごとに中長

期的な目標を定め、進行管理を行いなが

ら計画的に取組を進めてきました。 

 

基本計画策定から5年を経過する中で、

森林・林業を巡る社会情勢は大きく変化

してきており、今後、これらの変化に的

確に対応し三重県の森林づくりを進め、

林業を再生していく必要があると考えて

います。 

こうした中で、平成24年度から県の新

しい長期的な戦略計画である「みえ県民

力ビジョン」に基づき、「協創」という

考え方で新しい三重づくりを進めていく

こととしています。 

三重県では、これまでの基本計画に基

づき、恩恵を受けている県民の皆さんの

参画により社会全体で森林づくりを進め

ていますが、これは、「協創」の考え方

と合致するものです。 

今回、「みえ県民力ビジョン」のスタ

ートに合わせ、基本計画の見直しを行い

「三重の森林づくり基本計画2012」(以下

「基本計画2012」といいます。)を策定し

ます。 

 

２ 基本計画の期間 

 平成18年に策定した当初の基本計画は 

20年先を見据え、目標年次を平成37年度

とした計画でした。 

 近年の社会情勢の変化のスピードは一

段と早まっており、計画策定後の森林・

林業を巡る状況も大きく変化してきてい

ます。 

 このようなことを考慮し、「基本計画 

2012」では、条例で掲げている「百年先

を見据えた豊かな三重の森林づくりの実

現」を目指しながら、目標年次は当初の

基本計画の平成37年度とし、その実現に

向けて必要な具体的な施策を示すことと

します。 

 

第２ 基本方針 

１ 条例の基本理念 

条例では、森林づくりに関する施策を

進めるうえでの基本理念として次のとお

り規定しています。 

基本計画では、この基本理念を受けて

４つの基本方針を定めます。 

・基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

・基本方針２ 林業の持続的発展 

・基本方針３ 森林文化及び森林環境教 

 育の振興 

・基本方針４ 森林づくりへの県民参画 

 の推進 

 

２ 基本方針と目標 

三重の森林づくりの基本方針とそれぞ

れの目標を次のとおり示します。 
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基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

森林は、木材の供給をはじめ、水源の

かん養や県土の保全、地球温暖化の防止

等の多面的機能を有していますが、適正

な整備を行わなければ、こうした機能が

発揮されません。 

このため、森林資源の有効活用を図り

ながら、森林の適切な整備及び保全を進

めることにより、将来にわたる森林の多

面的機能の持続的な発揮をめざします。 

【数値目標】 

＊目標値は、2006(H18)年以降の間伐実施 

 面積の累計としました。 

＊現状値は、2006～2010(H18～H22)年度

までの間伐実施面積累計です。   

【指標選定の理由】 

 森林の多面的機能を発揮させるために

は、森林を適正に管理することが重要で

す。人工林の整備においては、間伐が重

要な施業であり、間伐の実施面積を指標

として選定しました。 

 

基本方針２ 林業の持続的発展 

林業は、木材価格の低迷による採算性

の悪化等から活力が失われていますが、

木材生産活動を通じ山村経済の活性化や

低炭素社会づくりに貢献するとともに、

森林の公益的機能の発揮につながること

から、林業の持続的発展を図ります。

【数値目標】 

＊数値は、木材需給報告書等から県が調 

 査したデータです。 

【指標選定の理由】 

 「緑の循環」を円滑に機能させ、林業

を活性化するためには、県産材の利用を

進め、素材生産量の安定確保を図ること

が最も重要です。 

こうしたことから、林業の持続的発展

を表す指標として、スギ・ヒノキの素材

生産量を選定しました。 

 

基本方針３ 森林文化及び森林環境教育 

 の振興 

 森林は継承されるべき郷土の歴史的、

文化的な財産であり、自然環境の教育及

び学習の場でもあることから、その森林

の保全及び活用、学習機会の提供や環境

の整備により、森林文化及び森林環境教

育の振興を図ります。 

【数値目標】 

＊数値は、県のデータベースに基づく指 

 導者数とその活動回数です。 

＊現状値の指導者数は、緑の少年隊指導  

 者、森林ボランティア指導者、森林イ 

 ンストラクター等の人数で、その活動 

 回数については、アンケート調査に基 

 づく実活動回数です。 

【指標選定の理由】 

森林文化及び森林環境教育の振興を図

るためには、森林づくり活動や教育普及

を進めるリーダーの育成が重要なことか

ら、指導者数とその活動回数を指標とし

て設定しました。 

 

 

 

 

 

Ⅱ 三重の森林づくり条例基本計画２０１２ 

指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

森林文化・森林

環境教育 

 指導者数及び

活動回数 

 

455人 

1,489回 

 

650人 

2,000回 

 

800人 

3,000回 
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指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

間伐実施面積 

（累計） 

7,249ｈａ 84,000ｈａ 140,000ｈａ 

指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

県産材 

(ｽｷﾞ･ﾋﾉｷ) 

素材生産量 

 

239千㎥ 

 

 

402千㎥ 

 

 

498千㎥ 



基本方針４ 森林づくりへの県民参画の 

 推進 

森林の恩恵は広く県民の皆さん誰もが

享受するものであり、森林は県民の財産

であるとの認識のもと、森林づくりを社

会全体で支える環境づくりを進め、県民

参画の推進を図ります。 

【数値目標】 

＊数値は、県民、NPO、企業などさまざ  

 まな主体の森林づくりに関する活動や  

 催しへの参加者数です。 

＊現状値は、県及び(公社)三重県緑化推 

 進協会等が主催、後援等を行った、森 

 林づくりに関する催しへの参加者数で 

 す。 

【指標選定の理由】 

県民の参画を幅広く捉え、森林づくり

につながる多様な活動等への参加者数を

指標として設定しました。 

 

第３ 基本施策 

各基本方針に沿って、次のとおり基本

施策を定めます。 

【基本方針１ 森林の多面的機能の発 

 揮】 

１－(１)森林の整備及び保全 

効果的かつ効率的に森林整備を行うた

め、森林の区分に応じた多様な森林整備

を進めるとともに、森林の保全に必要な

施設等の整備を進めます。 

 

１－(２)森林の区分に応じた森林管理の 

 推進 

効果的かつ効率的な森林整備が進めら

れるよう、森林ゾーニングなどにより重

視する森林の機能に応じた森林管理を進

めます。 

 

【基本方針２ 林業の持続的発展】 

２－(１)林業及び木材産業等の振興 

林業及び木材産業等を活性化するため､

生産から流通・加工に至る連携の強化や

合理化を進めるとともに、施業の集約化

や基盤整備等により生産性の向上を図り

ます。 

 

２－(２)担い手の育成及び確保 

将来にわたる適切な森林の整備や、持

続的な森林経営のもとで活力ある木材生

産が行われるよう、多様な人材の育成・

確保や林業事業体等の育成強化を図りま

す。 

 

２－(３)県産材の利用の促進 

県産材の利用は、「緑の循環」を通し

た森林整備の促進、林業の再生につなが

ることから、住宅建築や公共施設、木質

バイオマス燃料等への積極的な利用を進

めます。 

 

【基本方針３ 森林文化及び森林環境教 

 育の振興】 

３－(１)森林文化の振興 

 県民の皆さんが森林との豊かな関わり

を持てるよう、森林と親しめる環境づくり 

や山村地域の新たな魅力づくりを進めます。 

 

３－(２)森林環境教育の振興 

森林・林業や木に対する県民の理解と

関心を深めるため、学習の場の提供や指

導者の育成等を行います。 

 

【基本方針４ 森林づくりへの県民参画 

 の推進】 

４－(１)県民、NPO、企業等の森林づく 

 り活動の促進 

「森林は大切」という意識が「森林を

守る」という具体的な行動につながるよ

う、さまざまな主体がさまざまな方法で

森林づくりに参加できる仕組みづくりを

進めます。 

Ⅱ 三重の森林づくり条例基本計画２０１２ 

指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

森林づくりへの

参加者数 

24,241人 30,000人 

 

40,000人 
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４－(２)森林づくりの意識の啓発 

県民の皆さんの森林に対する理解を深

め、自主的な森林づくりへの参画を促す

取組を行います。 

 

第４ 具体的な施策 

各基本施策の具体的な施策を次のよう

に定めます。 

１ 森林の整備及び保全【基本施策１－ 

 (１)】 

(１)環境林整備の促進 

針広混交林への誘導や適切な更新等に

より、公益的機能が継続して発揮される

多様な森林づくりを進めます。 

 

(２)生産林整備の促進 

持続的な林業生産活動を通じ、森林資

源の有効利用を図りながら、間伐等の必

要な森林整備を進めます。 

また、伐採後の造林未済地の発生を防

止するとともに、均衡のとれた森林資源

を育成・確保するため、適切な伐採と確

実な再造林を進めます。 

 

(３)県行造林地の適切な管理の推進 

間伐等の適切な森林管理を行うととも

に、地球温暖化対策の森林吸収源として

の活用を進めることで、木材生産と環境

保全が調和した森林づくりを行います。 

 

(４)保安林制度等による森林の保全管理 

 の推進 

保安林制度や林地開発許可制度等を適

正に運用することにより、森林の適切な

保全・管理を進めるとともに、利用の適

正化を図ります。 

 

(５)災害に強い森林づくりの推進 

豪雨等による山崩れ等の山地災害や流

木災害から、県民の生命・財産を守るた

め、治山事業等により保安林の機能強化

を図るとともに、人家等の周辺において

必要な施設の整備や維持管理、森林の整

備を進めます。 

 

(６)野生鳥獣との共生の確保 

ニホンジカ等による森林の被害の軽減

を図るため必要な防除対策を実施すると

ともに、野生鳥獣との共生を図るため生

息環境等に配慮した森林整備を進めます｡ 

 

(７)森林病虫害対策及び森林災害対策の 

 強化 

森林に多大な被害を与える病害虫につ

いて、早急かつ的確な防除を行います。

また、林野火災予防の普及啓発を行うと

ともに、森林保険への加入を進めます。 

 

２ 森林の区分に応じた森林管理の推進 

 【基本施策１－(２)】 

(１)市町等と連携した森林管理の推進 

市町と連携して、森林計画制度の適切

な運用等を図りながら、地域の実情に即

した効果的かつ効率的な森林管理を進め

ます。また、国有林や隣接府県と連携し 

、適正な森林管理を進めます。 

 

(２)森林資源データの整備と情報提供 

森林の区分に応じた適切な森林管理や

持続的な森林経営を進めるため、市町、

森林組合等と連携を図り、資源や施業履 

歴等の正確な森林情報の把握整理を進め

るとともに､森林GIS等を活用し、森林資 

源データの情報提供を行います。 

 

(３)森林の公益的機能発揮に向けての研 

 究 

水源のかん養や土砂の流出防備など森

林の公益的機能を効果的に発揮させるた

めに、森林の適正な管理や造成の研究に

取り組み、その成果の移転を進めます。 
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３ 林業及び木材産業等の振興【基本施 

 策２－(１)】 

(１)森林施業の集約化の促進 

小規模分散化している森林の施業の効

率化や木材の生産性向上を図るため、森

林経営計画制度に基づき、路網開設と森

林施業を一体的に行う施業の集約化を進

めます。 

  

(２)原木の低コスト生産体制整備の促進 

木材の生産性の向上を図るため、路網

整備や高性能林業機械の導入などにより､

地域の実情にあった低コスト作業システ

ムづくりを進めます。 

併せて、木材直送などによる原木流通

の効率化や低コスト化により、製材工場

等の大型化等に対応できる県産材の低コ

スト生産供給体制の構築を図ります。 

 

(３)木材の流通・加工・供給体制整備の 

 促進 

木材加工の高付加価値化、流通の合理

化、製品の規格化等により、市場ニーズ

に的確に対応できる品質・性能の確かな

製品の安定供給体制づくりを進め、地域

材を供給する木材産業の振興を図ります｡ 

 

(４)特用林産の振興 

安全で安心な特用林産物を供給するた

め、生産者に対し生産体制の整備や研修

会等を行うとともに、消費拡大を図るた

めイベント等を通じ普及啓発を図ります｡ 

また、きのこの生産や利用に関する研

究を進めます。 

 

(５)効率的な木材生産のための研究 

林業の生産性の向上を図るため、森林

施業や機械化に関する研究や、生産・流

通・加工を一体的に捉えたトータルコス

トの低減に関する研究に取り組み、その

成果の移転を進めます。 

４ 担い手の育成及び確保【基本施策 

 ２－(２)】 

(１)林業の担い手の育成・確保 

新たな担い手を確保するため、森林・

林業の就業等に関する情報提供等を行う

とともに、新規就業者の定着率の向上等

を図るため、職場環境や雇用条件の改善､

林業労働災害の防止等を進めます。 

また、集約化施業を推進し木材安定供

給体制を構築するため、フォレスター、

施業プランナー、機械オペレーター等の

人材育成を進めます。 

 

(２)林業経営体、林業事業体の育成・強 

 化 

地域林業の中核的担い手となる林業経

営体や林業事業体を育成・確保するため､

経営支援や機械化の促進等により経営改

善や基盤強化を進めます。 

また、森林経営計画の実行や木質バイ

オマスの総合利用を推進するため、新規

参入の促進等により必要な事業体の育成 

・確保を進めます。 

 

(３)山村地域の生活環境の整備 

山村地域の生活環境の向上を図るため､

林道整備や治山事業等により安全で快な

居住環境づくりを進めます。 

 

５ 県産材の利用の促進【基本施策２－  

 (３)】 

(１)県産材の新たな販路開拓 

新たな県産材の需要を開拓するため、

大都市圏など大消費地における木造住宅

等への販路開拓を進めるとともに、住宅

以外の木材利用や新たな県産材製品の需

要拡大に取り組みます。 

 

(２)県産材利用に関する県民理解の促進 

県産材の利用を促進するため、環境や

健康面での木材の特性や森林づくりにお
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ける県産材利用の意義について普及啓発

を行うとともに、正しい木材情報の提供

等を行います。 

 

(３)信頼される県産材の供給の促進 

基準が明確な『三重の木』や『あかね

材』の認証制度の普及、定着化などによ

り、安心して使える県産材の供給を促進

します。 

 

(４)木造住宅の建設の促進 

県産材を利用した木造住宅の建築を促

進するため、木材関連業者と工務店、建

築士等との連携等により『三重の木』住

宅等の普及、販路拡大を進めます。 

 

(５)公共施設等の木材利用の推進 

県産材の利用拡大を図るため、県有施

設の木造・木質化を進めるとともに、市

町が整備する公共施設や民間施設等の木

造・木質化を働きかけます。 

また、県が実施する公共工事等で間伐

材等の利用を進めるとともに、国、市町

が実施する公共事業への利用を働きかけ

ます。  

 

(６)木質バイオマスの有効利用の推進 

林業を再生し、低炭素社会づくりにつ

ながる間伐材等の木材の有効活用を図る

ため、合板用材の需要拡大や木質バイオ

マスのエネルギー利用等の推進を図りま

す。 

また、木質バイオマスの総合利用を進

めるため、効率的な木材の生産、収集・

搬出の仕組みづくりを進めます。 

 

(７)新製品・新用途の研究・開発の促 

 進 

消費者ニーズを反映した、付加価値が

高く、使いやすい木材製品の研究開発と

技術の移転を進めます。 

 

 

６ 森林文化の振興【基本施策３－(１)】 

(１)新たな森林の価値の活用 

森林の多様な価値や山村地域の持つ潜

在的な価値を活かした新たな森林づくり

や魅力ある地域づくりの取組を進めま 

す。 

 

(２)森林を活かした連携交流の促進 

都市住民が森林への理解を深め、森林

を支える山村住民が元気になるよう、森

林や山村地域の魅力を活かした体験交流

を進めます。 

また、森林は豊かできれいな海づくり

などに大きな役割を果たしていることか

ら、漁業関係者等との森林づくりを通し

た連携交流を進めます。 

 

(３)里山の整備及び保全の促進 

人との関わりの中で、生物の多様性を

維持しながら、地域の暮らしや文化を支

えてきた里山の自然環境を守り、身近な

自然とのふれあいの場、活動の場として

再生・活用するため、地域住民や団体等

による里山保全活動を進めます。 

 

（４）森林文化の継承 

人と森林との関わりにより育まれてき

た森林文化を継承していくため、巨樹・

古木や街中の森等の保存や活用を進めま

す。 

 

７ 森林環境教育の振興【基本施策３－  

 （２）】 

（１）森林の役割に関する県民理解の 

  促進 

県民の皆さんの森林･林業に対する理 

解と関心を高めるため、森林の持つ機能

や役割、県内の森林・林業をめぐる諸課

題、地球規模での森林の問題等の情報を

提供します。 
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（２）森林とのふれあいの場の提供 

森林・林業への県民の理解を深めるた

め、市町や森林所有者と連携し、森林・

林業について学習や体験できる場の確保

等、気軽にふれあえる環境づくりを進め

ます。 

 

（３）森林環境教育の効果的な推進 

県民の皆さんの森林に対する理解と関

心を高めるため、市町や団体等のさまざ

まな主体と連携して、森林環境教育の機

会の増大を図ります。また、森林環境教

育を効果的に実施するため、必要な教育

プログラム等の提供や学習環境を整備す

るとともに、指導者の育成等を進めます｡ 

 

８ 県民、NPO、企業等の森林づくり 

 活動の促進【基本施策４－（１）】 

（１）森林づくり活動への県民参加の 

 促進 

森林づくりへのさまざまな主体の参加

を促すため、市町や団体等のさまざまな

主体と連携し、活動場所の確保やリーダ

ー等の育成、情報の提供等を行い、県民

やボランティア、NPO、企業などの活動

を促進します。 

 

（２）幅広い県民参画の機会の創出 

森林所有者、事業者、県民等の幅広い

参画と合意形成のもとで森林づくりを進

めるため、県民の皆さんがさまざまな形

で森林づくりに参画できる環境づくりを

進めます。 

 

（３）身近な緑化活動の推進 

森林・林業への理解がひろがるよう、

緑化活動に取り組む団体等と連携し、花

木の植栽等の身近な緑化活動を通して、

県民の皆さんの緑化意識の高揚を図りま

す。 

 

 

９ 森林づくりの意識の啓発【基本施策 

 ４－（２）】 

（１）三重のもりづくり月間の取組 

社会全体で森林を支える社会環境づく

りを進めるため、NPOや関係団体、企業

等のさまざまな主体と連携して、県民の

皆さんの森林や木材への理解や三重の森

林づくりへの参画を促進する各種活動を

毎年10月のもりづくり月間を中心に進め

ます。 

 

第５ 計画の進行管理 

本計画の目標の達成に向けた施策の着

実な実施を図るため、計画の的確な進行

管理を行います。 

 

１ 数値目標による進行管理 

施策の実施状況を確認するため、第２

の２に掲げた基本方針ごとの数値目標の

項目について、毎年度の進捗状況を把握

します。 

 

２ 年次報告及び公表 

本計画に掲げた数値目標の達成状況や

施策の実施状況を、毎年度、県議会に報

告するとともに、ホームページ等を通じ 

、その内容を公表します。 

また、森林審議会等の機会を通じ県民

や関係団体の皆さんの意見の把握を行い

ます。 

これらの意見の反映を図りながら、効

果的な施策を進めていきます。  

 

３ 計画の見直し 

本計画は、目標年次を平成37年度に定

め、森林づくりの展開方向と目標を実現

するために必要となる施策を示していま

すが、この間の森林・林業を取り巻く状

況や財政状況の変化等、必要に応じて計

画の見直しを行います。 
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　　（基本方針） 　（基本施策） 　　　　　　　（施　　策）

1 森林の多面的機能
   の発揮

2 林業の持続的発展

3 森林文化及び森林
   環境教育の振興

1-(1)

1-(2)

2-(1)

2-(2)

3-(1)

森林の整備及び保全

(3)木材の流通・加工・供給体制整備の促進

(4)特用林産の振興

(5)効率的な木材生産のための研究

(1)林業の担い手の育成・確保

(4)木造住宅の建設の促進

(5)公共施設等の木材利用の推進

(1)環境林整備の促進

(2)生産林整備の促進

(3)県行造林地の適切な管理の推進

(4)保安林制度等による森林の保全管理の推進

(5)災害に強い森林づくりの推進

(6)野生鳥獣との共生の確保

(1)三重のもりづくり月間の取組

(3)身近な緑化活動の推進

(1)新たな森林の価値の活用

(7)新製品・新用途の研究・開発の促進

(2)森林を活かした連携交流の促進

(3)里山の整備及び保全の促進

(4)森林文化の継承

(1)森林の役割に関する県民理解の促進

(2)森林とのふれあいの場の提供

(3)森林環境教育の効果的な推進

(7)森林病虫害対策及び森林災害対策の強化

(1)市町等と連携した森林管理の推進

(2)林業経営体、林業事業体の育成・強化

(3)山村地域の生活環境の整備

(2)県産材利用に関する県民理解の促進

(3)信頼される県産材の供給の促進

(1)県産材の新たな販路開拓

(2)森林資源データの整備と情報提供

(3)森林の公益的機能発揮に向けての研究

(1)森林施業の集約化の促進

(1)森林づくりへの県民参加の促進

(2)幅広い県民参画の機会の創出

(6)木質バイオマスの有効利用の推進

４　森林づくりへの
　　県民参画の推進

森林の区分に応じた森林
管理の推進

林業及び木材産業等の
振興

(2)原木の低コスト生産体制整備の促進

3-(2)

4-(1)

森林環境教育の振興

4-(2)

森林文化の振興

森林づくりの意識の啓発

担い手の育成及び確保

県産材の利用の促進2-(3)

県民、ＮＰＯ、企業等の森林
づくり活動の促進



ア 行 
 

あかね材 

スギノアカネトラカミキリ等の食痕

が見られる木材のうち、一定の規格基

準に適合することを「あかね材認証機

構」により認証された木材製品。 

新たな森林経営管理制度 

森林経営管理法に基づき、平成31年 

4月から施行された、市町を主体とした

森林の経営管理の新たな仕組み。 

経営管理が行われていない森林等に

ついて、所有者からの委託を受け、市

町に経営管理権を設定し、林業経営に

適した森林は、意欲と能力のある林業

経営者に再委託し、林業経営に適さな

い森林は、市町が自ら施業等を行う。 

一貫作業 

伐採に使用した機械を使って、伐採

後すぐに地拵え、再造林を連続して行

う作業のこと。苗木の運搬や地拵えを

機械を使って行うことができ、作業全

体の効率化が図れるとともに、コンテ

ナ苗を使用することで、季節を選ぶこ

となく年中作業が可能となる。  

ＮＰＯ 

Non-Profit Organization の略。 

営利を目的としない民間の組織や団体

のこと。 

エリートツリー 

精英樹の中の優良なもの同士を掛け

合わせて育成し、その中からさらに優

れた個体を選抜した第２世代以降の精

英樹で、成長など優れた性能を有する

樹木のこと。 

 

カ 行 
 

架線集材 

空中に張ったワイヤーロープを使っ

て伐採した木を林道端等に集める方法｡ 

環境林 

原則として木材生産を目的とせず、

森林の有する公益的機能の高度発揮を

目指す森林。 

間伐 

育成段階にある森林において、樹木

の混み具合に応じて育成する樹木の一

部を伐採（間引き）し、残存木の成長

を促進する作業。この作業により生産

された丸太が間伐材。一般に、除伐後

から主伐までの間に、育成目的に応じ

て間断的に実施。 

・搬出間伐：間伐材を林地から搬出し 

 て利用する間伐のこと。 

・伐捨間伐：間伐材を林地から搬出し 

 ない間伐のこと。 

企業の森 

企業が社会貢献・環境貢献の一環と

して行う森林づくり活動。伐採後植林

されず放置されたり、間伐等の手入れ

が遅れている森林を中心に、社員やそ

の家族が直接、又は森林組合等に委託

して植樹や森林整備を行う。 

木づかい宣言 

県と事業者が連携して｢木づかい｣の

取組を発信することで、三重県全体で

木づかいの運動を広めていくため創設

した制度。県は、県産材を積極的かつ

計画的に使用していくことを宣言した

事業者を｢木づかい宣言｣事業者として

登録し、ホームページ等でPRを行う。 

県行造林 

森林資源の造成及び林野の保全を図

ることを目的として、県が土地所有者

と分収契約を結んで造林を行い、その

収益を土地所有者と分収すること。 

高性能林業機械 

従来のチェンソーや集材機等に比べ

て、作業の効率化や労働強度の軽減等

の面で優れた性能を持つ林業機械。

【主な高性能林業機械】 
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フェラーバンチャ：樹木を切り倒し、

それをつかんだまま、搬出に便利な場

所へ集積できる自走式機械。 

スキッダ： 伐倒木を牽引式で集材する

集材専用トラクタ。 

プロセッサ：伐採木の枝払い、玉切り

(材を一定の長さに切りそろえること)

と玉切りした丸太の集積作業を一貫し

て行う自走式機械。 

ハーベスタ：伐採、枝払い、玉切りの

各作業と玉切りした材の集積作業を一

貫して行う自走式機械。 

フォワーダ：玉切りした材をグラップ

ルを用いて荷台に積載し、運搬する集

材専用トラクタ。 

タワーヤーダ：架線集材に必要な元柱

の代わりとなる人工支柱を装備した移

動可能な集材車。 

スイングヤーダ：建設用ベースマシン

に集材用ウィンチを搭載し、旋回可能

なブームを装備する集材機。 

 合板 

 薄く切った単板(ベニヤ)を奇数層、

繊維方向を90 ° 互い違いに重ねて熱圧 

接着した木質ボードのこと。 

 構造用合板 

 合板のうち、構造耐力上主要な部分

に用いる目的で作られたもの。構造用

合板は、主に木造建築物の、壁下地材 

・床下地材・屋根下地材として用いら

れる。 

 コミュニティ（集落）林業 

 集落周辺で木材を搬出しやすい条件

等でありながら、境界が不明な森林な

どにおいて、集落内の森林所有者が協

力して組織をつくり、計画的に森林整

備や木材生産を進めるシステム。  

 コンテナ苗 

 特殊な形のコンテナ容器を使って育

てた根鉢（土）付きの苗木のこと。 

 根鉢が付いているため、裸苗と比べ

て細い根が育ち、根づきが良好で、初

期成長が早く、真夏や土が凍結する時

期を除けば常時植えることができる。 

 

サ 行 
 

再生可能エネルギー 

永続的な利用が可能なエネルギー源

である、再生可能エネルギーを利用す

ることにより生じるエネルギーの総称｡  

具体的には、太陽光、風力、水力、

地熱、太陽熱、バイオマスなどをエネ

ルギー源として利用することを指す。 

再造林 

人工林を伐採した跡地に再び人工造

林を行うこと。 

作業道 

林道を補完し、除間伐等の作業を行

うために作設される簡易な構造の道。 

里山林 

居住地近くに広がり､薪炭林の伐採､ 

落葉の採取等を通じて地域住民に利用

されている、あるいは利用されていた

森林。 

森林環境譲与税 

温室効果ガス排出削減目標の達成や

災害防止を図るため、森林整備等に必

要な地方財源を安定的に確保する観点

から森林環境税とともに創設され、平

成31年度から全ての市町村及び都道府

県に譲与される。 

市町の使途は、間伐や人材育成・担

い手の確保、木材利用の促進や普及啓

発等の森林整備及びその促進に関する

費用とされ、都道府県の使途は、森林

整備を実施する市町村の支援等に関す

る費用とされている。 

ＧＩＳ 
 Geographic Information Systems 
の略。様々な地形図や写真等をコンピ 

ュータ上で扱える地図としてマッピン

グしたものが電子地図であり、その情

報に対応した様々な属性情報を地図上
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に重ね合わせて表示させたり、別の電

子地図同士を重ね合わせることで、主

題図を作成したり、様々な比較や分析

を行うことができるコンピュータシス

テム。 

ＣＬＴ 

Cross Laminated Timberの略。 

ひき板を並べた層を、板の方向が層ご

とに直交するように重ねて接着した大

判のパネルのこと。寸法安定性が高く､

厚みのある製品であることから高い断

熱・遮音・耐火性を持ち、施工性の速

さや、RC造などと比べ軽量なことも特

徴。日本では2013年12月にJAS(日本農

林規格)が制定された。JASでの名称は

｢直交集成板｣。 

持続可能な森林管理 

森林を生態系としてとらえ、森林の

保全と利用を両立させ、森林に対する

多様なニーズに永続的に対応すること｡ 

下刈 

植栽した苗木の生長を妨げる雑草や

灌木を刈り払う作業。一般に、植栽後

の数年間、毎年春から夏の間に実施。 

市町村森林整備計画 

森林法に基づき、市町村長が市町村

内の民有林について、5年ごとに作成す

る10年間の計画。 

主伐 

次の世代の森林の造成を伴う森林の

一部又は全部の伐採。 

循環型社会 

天然資源の消費を抑制し，環境への

負荷ができる限り低減される社会。 

除伐 

育成の対象となる樹木の生育を妨げ

る他の樹木を刈り払う作業。一般に、

下刈を終了してから、植栽木の枝葉が

茂り、互いに接し合う状態になるまで

の間に数回実施。 

針広混交林 

針葉樹と広葉樹が混じりあった多層

な森林。 

人工林 

人手による苗木の植栽や種子のまき

付けなどにより造成された針葉樹や広

葉樹の森林。 

森林インストラクター 

一般社団法人 全国森林レクリエーシ

ョン協会が認定する、自然環境教育を

目指す「森の案内人」のこと。 

森林公園など森林を利用する一般の

人々に対して森林や林業に関する解説

をしたり、森林内での野外活動の指導

などを行う。 

森林環境教育 

森林内での多様な体験活動などを通

じて人々の生活や環境と森林との関係

について学び、森林の多面的機能や森

林資源の循環利用の必要性等に対する

理解を醸成すること。 

森林組合 

森林所有者を組合員とする協同組織

として、森林組合法に基づいて設立さ

れた協同組合。組合員の所有森林に対

する林業経営の相談や森林管理、森林

施業の受託、林産物の加工・販売、森

林保険などの業務を実施。 

森林経営計画制度 

平成 23 年の森林法改正により創設 

された制度で、森林所有者又は森林経

営の受託者が面的まとまりをもって、

森林施策や作業路網、森林の保護に関

する事項も含めた、5 年を一期とする

計画を作成し、市町村長の認定を受け

るもの。 

森林計画制度 

森林法によって定められた、森林の

様々な取り扱いに関する計画体系。 

 国による全国森林計画、都道府県に

よる地域森林計画、市町村による市町

村森林整備計画、森林所有者などによ

る森林経営計画などがある。 
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森林資源の循環利用 

森林は伐採を行っても、造林・間伐

など適切な整備を行うことにより再生

することが出来る再生可能な資源であ

り、その森林から生産した木材を無駄

なく長期にわたって利用すること。 

森林整備 

森林施業とそのために必要な、林道

等の施設の作設、維持を通じて森林を

育成すること。 

森林施業 

目的とする森林を育成するために行

う造林、保育、伐採等の一連の森林に

対する人為的行為を実施すること。 

森林施業の集約化 

林業事業体などが隣接する複数の森

林所有者から路網の作設や間伐等の施

業を一括して行うこと。個々に行うよ

りも効率的に施業を行いコストダウン

を図ることが可能。 

森林ゾーニング 

森林を、機能などに応じて区分する

こと。 

 三重県型森林ゾーニング：森林の有

する多様な機能を持続的かつ効果的に

発揮させるため、重視する機能に着目

し「生産林」と「環境林」に区分する

こと。 

森林の公益的機能 

水源のかん養、土砂災害の防止、二

酸化炭素を吸収することによる地球温

暖化の防止、野生鳥獣の生息の場や、

人々の心の安らぎの場の提供など、不

特定多数の人々が享受できる、安全で

快適な生活をするためになくてはなら

ない大切な森林の働き。 

森林の多面的機能 

地球温暖化の防止、国土の保全、水

源のかん養、自然環境の保全、良好な

景観の形成、文化の伝承等の公益的機

能と木材の生産機能をあわせた森林が

持つ機能。 

森林文化 

森林の持つ多面的価値を前提にした 

県民一人一人の、生涯を通じた森林や

木材との多様で豊かなかかわり。 

森林文化・森林環境教育指導者 

緑の少年隊の指導者、森林ボランテ

ィア団体のリーダー、森林インストラ

クター、森林セラピスト等、林業専業

者以外で森林の役割や重要性について

の啓発を行う人。 

森林ボランティア 

自主的に森林づくり（森林整備）に

参加し、自らの責任において判断し、

行動する市民または市民グループの一

員であり、その活動を通して学んだこ

とを広く市民に伝えて、市民参加の森

林づくりの輪を広げていく役割を担い

ます。 

森林・林業基本法 

森林の有する多面的機能の発揮、林

業の持続的かつ健全な発展を基本理念

とする政策を国民的合意の下に進めて

いくため、その実現を図る基本的事項

を定めた法律。 

平成13年7月にそれまでの「林業基本

法」を改正して成立。 

森林・林業再生プラン 

今後10年間を目途に、路網の整備、

森林施業の集約化及び必要な人材育成

を軸として、効率的かつ安定的な林業

経営の基盤づくりを進めるとともに、

木材の安定供給と利用に必要な体制を

構築し、我が国の森林・林業を早急に

再生していくための指針。農林水産省

が、平成21（2009）年12月に策定。 

生産林 

公益的機能の発揮に配慮しつつ、木

材生産を主体として資源の循環利用を

行う森林。 

生物多様性 

遺伝子、生物種、生態系のレベルで

多様な生物が共存していること。 
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施業プランナー 

小規模森林所有者の森林を取りまと

めて、森林施業の方針や施業の事業収

支を示した施業提案書を作成して森林

所有者に提示し、施業の実施に関する

合意形成を図るとともに、面的なまと

まりをもった施業計画の作成の中核を

担う人材。 

全国森林計画 

全国森林計画は、農林水産大臣が森

林・林業基本計画に即して、全国の森

林について、5年ごとに 15年を一期と

してたてる、森林の整備・保全に対す

る国の基本的な考え方や目標を、長期

的・広域的な視点に立って明らかにす

る計画。「地域森林計画」及び「国有

林の地域別の森林計画」の規範として

機能するもの。 

早生樹 

センダンやコウヨウザンなど、スギ､

ヒノキ等に比べて初期の樹高成長量や

伐期までの材積成長量が大きな樹種。

伐採までの期間が短いため、生産コス

トを下げることが可能で、製材までの

期間を大幅に短縮できる。 

造林 

人為的な方法で、目的に合わせて樹

木を植えること(植栽)。また、より広

い意味では、植栽、保育、間伐などの

総称。 

造林未済地 

人工林伐採跡地のうち、伐採後 3年
以上経過しても更新が完了していない

もの。 

素材生産 

立木を伐採し、枝葉や梢端部分を取

り除き、丸太を生産すること。 

 

タ 行 
 

 

地域森林計画 

都道府県知事が、全国森林計画に即

して、民有林について森林計画区別（ 

158計画区）に5年ごとに10年を一期と

してたてる計画で、都道府県の森林関

連施策の方向及び地域的な特性に応じ

た森林整備及び保全の目標等を明らか

にするとともに、市町村森林整備計画

の策定に当たっての指針となるもの。 

地球温暖化 

温室効果ガス（二酸化炭素、メタン

などの気体）が大気中に増加すること

により、地表から放射される熱が吸収

され、大気が暖められ地球の気温が上

昇すること。 

治山事業 

荒れた山をもとの豊かな森林に戻し

たり水源となっている森林を守り育て

ることで、災害から人命や財産を守り､ 

安全で住みやすい生活環境づくりをす

る事業。 

天然林 

主として、天然の力によって成立し

た森林。 

特用林産物 

林野から産出される木材以外の産物｡

うるし、きのこ等。 

 

ハ 行 
 

フォレスター 

市町村森林整備計画の策定支援を通

じて、地域の森林づくりの全体像を描

くとともに、市町村が行う行政事務の

実行支援を通じて、森林所有者等に対

する指導等を行う人材。 

保安林 

水源のかん養等特定の公共目的を達

成するため、農林水産大臣又は都道府

県知事によって指定される森林。伐採

や土地の形質の変更が制限される。 
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保育 

植栽終了後、育成の対象となる樹木

の生育を促すために行う下刈り、除伐

等の作業の総称。 

本数調整伐 

森林全体の健全な成長を図るため、

育成単層林及び育成複層林の下木のう

ち不用な樹木を伐採するもの。これに

よって保残木の個体の成育を促すとと

もに、林内、林床に適度の陽光を入れ

て、林床植生の生育促進を図り、土壌

緊縛力及び地表浸食の防止効果を向上

させることができる。 

 

マ 行 
 

みえ森林経営管理支援センター 

新たな森林経営管理制度を円滑に推

進するため、市町を支援することを目

的に設置した支援機関。 

アドバイザーを配置して、市町から

の相談対応や巡回指導、研修会の開催

等を行う。 

みえ森林・林業アカデミー 

新たな視点や多様な経営感覚を持っ

た林業人材を育成するため、平成30年 

10月にプレ開講､平成31年4月に本格開

講した林業人材育成機関。 

職場における役割やキャリアデザイ

ンに応じたディレクター、マネージャ

ー、プレーヤーの３つの基本コースの

ほか、｢選択講座｣や｢市町職員講座｣、

｢林業体験講座｣など、多様な講座を設

定している。 

「三重の木」認証制度 

木材が県産材（三重県内で育成され

た木材）であることを証明するととも

に、一定の規格基準に適合した木材製

品「三重の木」を製材する工場と「三

重の木」を積極的に利用する建築業者 

・建築事務所・地域ネットワークを認

証する制度。 

みえ森と緑の県民税 

県では、｢災害に強い森林づくり｣と

｢県民全体で森林を支える社会づくり｣

を進めるため、平成26年4月1日から

「みえ森と緑の県民税」を導入した。

税収を活用して 

①土砂や流木を出さない森林づくり 

②暮らしに身近な森林づくり  

③森を育む人づくり 

④木の薫る空間づくり 

⑤地域の身近な水や緑の環境づくり 

の５つの対策に関する事業を実施。 

災害に強い森林づくりを一層進める

ため、一部の内容を見直したうえで、

平成31年度以降も継続することとした｡ 

みえ森づくりサポートセンター 

森林環境教育・木育、森づくり活動

を県内に広げていくための総合窓口と

して開設。みえ森と緑の県民税を活用

して運営を行う。 

緑の循環 

「木を植え、育て、収穫し、また植

える」ことを繰り返し行うことにより､ 

いつまでも健全な森林を維持すること｡ 

緑の少年隊 

次代を担う子供たちが緑と親しみ、

緑を愛し、緑を守り育てる活動を通じ

て、ふるさとを愛し、そして人を愛す

る心豊かな人間に育っていくことを目

的とした、自主的な団体。 

木育 

子供から大人までを対象に、木材や

木製品とのふれあいを通じて木への親

しみや木の文化への理解を深めて、木

材の良さや利用の意義を学んでもらう

ための教育活動。 

木質バイオマス 

森林で生育した樹木のことで、具体

的には森林から伐り出した木材だけで

Ⅳ 用語解説 

Page 67 

Ⅳ 用語解説 



なく、樹木の枝葉、製材工場などの残

廃材、建築廃材などを含む。これをエ

ネルギー源に用いるとき、木質バイオ

マスエネルギーという。 

森づくり活動 

里山などのフィールドにおいて、 

NPO や任意団体などが､歩道作設・修

理、地拵え、植栽、下刈り、除伐、間

伐、枝打ち、林内清掃などを非営利か

つ自発的に行うこと。 

 

ラ 行 
 

林業経営体 

林地の所有、借入などにより森林施

業を行う権原を有する、世帯、会社な

ど。 

林業生産活動 

苗木の生産や造林などの森林を造成

する育成活動、及び丸太やキノコなど

の林産物を生産する採取活動の総称。 

林業事業体 

他者からの委託又は立木の購入によ

り造林、伐採などの林内作業を行う森

林組合、素材生産業者など。 

林業大学校 

林業を担う人材の育成を目的として､

都道府県の条例等に基づき設置される

林業者研修教育施設。農業改良助長法

に規定される農業者研修教育施設（農

業大学校等）の林業課程として設置さ

れているものもある。 

林齢 

森林の年齢。人工林では、苗木を植

栽した年度を1年生とし、以降 2年生、

3年生と数える。 

齢級 

林齢を一定の幅でくくったもの。一

般に5年を一括りにし、林齢1～5年生を

Ⅰ齢級、6～10年生をⅡ齢級と数える。 

路網 

造林、保育、素材生産等の施業を効

率的に行うためのネットワークであり 

一般車両の走行を想定する「林道」、 

10トン積みトラック等の林業用車両の

走行を想定する「林業専用道」、フォ

ワーダ等の林業機械の走行を想定する

「森林作業道」に区分される。 
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